
第２次集中改革プラン 

菊川市行財政改革 

ー 平成２６年度取組実績報告書 ー 

【後期計画】 平成２５年度～平成２７年度 

菊 川 市 

平成２７年７月 

資料１ 



目標 改革の方策 ページ

１ 市民活動団体の育成 7
２ 男女が共に多様な能力を発揮できる環境づくり 9
３ 課題発見型コミュニティ協議会への成長促進 11
４ 市民活動における中間支援のしくみづくり 13
５ 認可保育園の延長保育の拡充 14

６
指定管理者制度導入施設の運営状況の評価による
パートナーシップの強化

15

７ 支所の今後の活用に関する調査・研究 16
８ 普通救命講習会の推進 17

９
体育施設(３体育館及び学校体育館以外)の指定管理
者制度の検討

18

１０ 給食センターの運営形態の検討 19
１１ デイサービスセンターの運営形態の検討 20
１２ 新幼保園の運営の検討 21
１３ 補助金の見直しの実施 22
１４ 使用料・手数料の見直しの実施 23
１５ 民間委託基本方針の見直し 24
１６ 時間外勤務の抑制 25
１７ 職員数の管理と適正配置の実施 26
１８ 元気な菊川市を創造する職員の育成 27

１９ 現場からの業務改善の推進と職員提案制度の改善 29

２０ 市税の収入率の向上 30
２１ 国保税の収納率の向上 32
２２ 保育料等の収納率の向上 34
２３ 給食費の収納率の向上 35
２４ 上下水道料の収納率の向上 36
２５ 介護保険料の収納率の向上 37
２６ 病院の未収金の収納率の向上 38
２７ 市営住宅使用料の収納率の向上 39
２８ 実質公債費比率及び将来負担比率の適正化 41
２９ 積立金と借入金の差額の黒字化 43
３０ 公共施設の長寿命化計画の策定 44
３１ 公営企業会計（水道）の経営健全化 45
３２ 公営企業会計（病院）の経営健全化 47
３３ 広告事業の検討 48
３４ 地域産業の強化 49
３５ ビジネス農業体への支援 50
３６ 茶業の振興 51

１　施策の体系図

基本方針 計画項目（集中改革プラン項目） 具体的な取り組み（実施メニュー）

市
民
満
足
度
の
高
い
市
政
運
営

A 市民に信頼される行政の実現

市民と行政との協働による
活動推進

1 多様な担い手の育成

2 コミュニティ協議会の活性化

市民サービスの向上 3 行政サービスの見直し

Ｂ 簡素で効率的な行政の実現

新公共経営の推進

4 施設の運営形態の見直し

5 選択と集中のための評価の実施

組織力の向上

6 人事管理の効率的な推進

7 職員力を高める環境整備と職場風土の醸成

安定した財政基盤の確立

8 市税等の収納率の向上

9 財政力の向上

10 公営企業会計の健全化

11 歳入の確保と地域経済の活性化
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１　市民満足度

１　市民満足度

２　第２次集中改革プラン後期計画　指標・目標値

多様なニーズに対応でき
る効率的・効果的な行政
運営が行われているまち
だと思う市民の割合

市民の力が住み良いまち
づくりに活かされているま
ちだと感じている市民の
割合 61.3% 63.0% 
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65.8% 
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２　財政力指数

２　財政力指数

経常収支比率

財政調整基金残高

（単位：千円）

79.5% 

84.4% 88.4% 89.0% 86.8% 
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2,001,659  
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2,210,279  
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３　市民活動団体の育成

※コミュニティ協議会と地域

　づくり団体の交付申請数

※Ｈ26年度から目標変更

　60団体

　　↓

　新規申請３団体／年

３　市民活動団体の育成

認証ＮＰＯ法人数

地域づくり活動を
推進する団体数
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      ↓ 

     新規申請３団体／年 

新 規 

団体数 
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◆第２次集中改革プラン　後期計画指標・目標値　達成状況（１/３）

従前値（H23） 目標値（H27) 平成25年度 平成26年度 平成27年度
市民の力が住みよいまちづくり
に生かされているまちだと感じ
ている市民の割合

63.0% 上昇

多様なニーズに対応できる効
果的・効率的な行政運営が行
われているまちだと思う市民の
割合

41.7% 上昇

1
市
民
満
足
度

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

従前値（H23） 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

市民の力が住みよいまち

づくりに生かされているま

ちだと感じている市民の

割合 

多様なニーズに対応でき

る効果的・効率的な行政

運営が行われているまち

だと思う市民の割合 



◆第２次集中改革プラン　後期計画指標・目標値　達成状況（２/３）

従前値（H23） 目標値（H27) 平成25年度 平成26年度 平成27年度

経常収支比率 84.4% 80.0%

財政調製基金残高 2287430千円 1725000千円

２
財
政
指
標
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◆第２次集中改革プラン　後期計画指標・目標値　達成状況（３/３）

従前値（H23） 目標値（H27) 平成25年度 平成26年度 平成27年度

地域づくり活動を推進す
る団体数

50 60団体

認証NPO法人数 16 20団体

３
市
民
活
動
団

体
の
育
成
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４　第２次集中改革プラン後期計画　個別進捗状況

◆この資料の見方

この資料は、PDCAサイクルに沿って記載されています。

P

D

C A

100

実施メニュー 数値目標

【実績（％）の算出根拠】

100

達成

達成状況

難易度

実績（％）

課題と今後の取組み（A）

担当課取組概要

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C）

平成○年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

年次計画

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

4

5

6

3月

1

2

3

9月 10月 11月 12月 1月 2月
取組概要

4月 5月 6月 7月 8月

9月又は3月までの実
績と進捗状況を記載し
ています。 

課題とそれを踏まえ
た今後の取組みを
記載しています。 

9月又は3月までの取組みを表しています。 

計画を記載しています。 

A 
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　A　市民に信頼される行政の実現
　　◆　市民と行政との協働による活動推進
　　　１　多様な担い手の育成

【実績】
新規申請

３団体

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課
年次計画

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

【計画】
新規申請

３団体
新規申請団体

数３団体
（各年度）

地域支援課

【計画】
新規申請

３団体

1 継

公共サービスの新た
な担い手となりうる
市民活動団体につ
いて、１％地域づくり
活動交付金制度の
検討を行い、交付申
請団体数を増加させ
る。

・審査委員を新たに
委嘱し、様々な視点
から制度の検証を行
う。
・活動報告会等を通
じて、先進的な活動
を多くの団体に紹介
する。
・ＮＰＯ法人等に対し
個別に制度のＰＲを
行い、新規申請件数
を増やす。

市民活動団
体の育成

【実績】
―難易度

Ｍ

【計画】
54団体

【実績】
４３団体

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画 ★

実
績

★

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

3月9月 10月 11月 12月 1月 2月8月

１％地域づくり活動交付
金の適正な運用（審査
委員会･申請受付･公
開審査会）

2
１％地域づくり活動交付
金活動報告会の開催

取組概要

1

4月 5月 6月 7月

6

3
１％地域づくり活動交付
金制度のＰＲ

4 制度の個別説明・ＰＲ

5

審査委員会（①概要説明、②③制度内容見直し協議、④内容最終確認）

審査委員会（⑤事前確認）

公開審査会

最終審議会

活動報告会開催（市内事例２件、市外事例１件、ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ）

申請受付（地域づくり） 申請受付（コミ協）

制度のＰＲ【随時】

公開審査会

募集要項の配布、周知（市HP、回覧等）

活動報告会企画書作成（発表団体の決定、討論テーマ検討）

制度の個別説明（ＮＰＯ法人や市民活動なんでも相談会利用団体、コミ協等から情報提供があった団体に対しＰＲを重点的に行う）

募集要項の配布、周知【9/18から周知開始】

制度のＰＲ【随時】

制度の個別説明
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【実績（％）の算出根拠】
新規申請団体数
実績３団体／目標３団体＝実績100％

達成

　地域づくり団体においては、申請受付から審
査、採択・不採択の決定まで平成27年度分交付
金の一連の事務が完了した。申請があった32団
体全てが採択となり、採択額合計は4,027,000円と
なった。様々な団体に対して直接的な制度紹介・
ＰＲを行った結果、３件の新規申請に繋げること
ができた。
　新規の掘起しとして個別に説明をした団体のう
ち、いくつかの団体は「今後交付金を活用したい」
と言っていた。それぞれの団体の事業サイクルに
合わせて交付金のＰＲが良いタイミングで行える
よう、引き続き活動の情報収集に努めるとともに、
申請書（事業計画）の作成に十分な時間が取れ
るよう早い段階から声掛けを行っていく。

100
【制度のＰＲ】
　市の広報等に活動が取り上げられた団体や、過
去に相談を受けた団体等に対し、直接制度の説
明を行うとともに、申請書作成にあたっての相談に
対応した。
【審査委員会】
・第５回審査委員会（11/25）…申請内容の説明及
び審査のポイントの整理を行った。
・最終審議会（12/5）…公開活動審査会での採点
結果を基に、採択、不採択についての最終審議を
行った。（採択32、不採択0、採択額合計4,027,000
円）
【申請受付・公開審査会】
◎地域づくり団体
・Ｈ27交付金申請受付（10/14～11/12）…32団体
より申請があった。（申請額合計4,027,000円）
・公開活動審査会（11/29）…申請があった32団体
の活動について公開審査会を開催。16 団体がﾌﾟﾚ
ｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝを行った。（16団体は書類審査のみ）
◎コミュニティ協議会
・Ｈ27交付金申請受付（2/2～2/23）…全11地区
・公開活動審査会（3/8）…全11地区のコミュニティ
協議会によるﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ及び活動審査
【活動報告会】
・H26年度１％地域づくり活動交付金事業活動報
告会（3/22）…団体の活動発表、ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ

実績（％）

100

達成状況

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）
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年次計画
実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課 平成26年度実施内容（計画）

H25 H26 H27

【計画】
11％

・男女共同参画推進
講演会を開催し、地
域における女性の
参画を促す。
・地域活動に参加す
るきっかけづくりとし
て市民活動推進講
座を実施。
・コミ協活動への女
性参画を促すﾃｰﾏを
絞った情報提供。
（防災、福祉）

【計画】
25％

【実績】
―

地域支援課

【実績】
11.9％

Ｈ

【実績】
10.2％

【計画】
18％

男女が共に
多様な能力
を発揮できる
環境づくり

難易度

男女が共に地域活
動へ積極的に参画
し、誰もが知識、経
験、技能を活かし、
まちづくりの重要な
担い手として活躍で
きるよう支援を行う。

コミュニティ協
議会役員のう
ち、女性の率
を25％とする

（従前値）
H24　８％

2 新

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★

計
画

★

実
績

★

計
画

実
績

計
画

★ ★

実
績

★ ★

計
画

実
績 ★ ★ ★ ★

計
画

実
績

3月

3
コミュニティ協議会定例
会等への地区担当職員
の参加

4
男女共同参画推進懇
話会の開催

5
男女共同参画啓発セミ
ナーに関する情報提供

9月8月 10月

6

取組概要

1
市民活動推進講座の実
施

2
男女共同参画推進講
演会の開催

2月4月 5月 6月 7月 11月 12月 1月

講演会実施による意識啓発 「テーマ：女性と地域防災」

コミ協定例会等への地区担当職員の参加（情報交換、指導助言） 【通年】

第1回懇話会（H25プラン進捗状況の報告、Ｈ26事業説明） 第２回懇話会（Ｈ26事業報告等）

県等が主催するセミナーの情報提供と参加促進（女性の能力開発、ワークライフバランスなど） 【随時】

実践塾第1回（講演会）

第３回（ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ）

第２回（講義） 第４回（ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ）

実践塾第1回（講義）

第2回（講義）

講師との連絡調整、開催日決定

第4回（講義）
第3回（ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ）

9



未達成

　コミュニティ協議会役員への女性の登用につい
ては、コミ協懇話会や各地区定例会においてそ
の必要性を継続して訴えており、各コミ協も十分
に理解は示している。
　現実として女性役員の比率は目標には届いて
いないが、本年度加茂地区コミ協において防災女
性の会が設立され、これまでの「地域活動は男性
が中心」といった意識は変わりつつあると考える。
　防災活動での女性参画の動きを様々な分野に
広げていけるよう、身近な問題を取り上げなが
ら、各地域において継続的に女性参画の働きか
けを行っていく。

100
　10月に市民活動推進講座を２回開催した。「地
域に入る、最初の一歩」、「ママとご飯で地域開
発」というタイトルでフィールドワークと講義を行
い、参加者が地域活動を身近に感じ、自ら行動を
起こそうと考える機会になったと考える。（第３回参
加者15名 うち女性4名、第４回参加者18名 うち女
性9名）
　12/4に男女共同参画の視点から考える女性の
防災講演会をアエル小ホールで行った。今回は
ワークショップや加茂地区防災女性の会の活動発
表などを取り入れたことで、地域の意思決定の場
に女性が参画することの重要性について、参加者
全員で意識を共有することができた。参加人数53
名（男性25名、女性28名）。
　1/15に実施したコミュニティ協議会懇話会では、
「女性の視点を活かす地域づくり」をテーマに、事
例紹介や情報交換、ワークショップを行った。これ
までのコミ協懇話会では女性役員の参加は無かっ
たが、今回は女性の参加をお願いしたところ、15
名の女性役員の参加があった。
　11のコミュニティ協議会の定例会等に延べ85回、
延べ99人出席した。（１月末時点）
　男女共同参画推進懇話会は7/29と12/17の２回
開催した。
　男女共同参画啓発セミナーに関する情報提供
は、広報や会議等を通じて４回行った。

実績（％）

66

達成状況

【実績（％）の算出根拠】
コミ協役員中の女性の率：目標18％
全コミ協の役員数167人×18％＝目標とする女性
役員数30人
現状20人／目標30人＝66％

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）目標（％）

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★

計
画

★

実
績

★

計
画

実
績

計
画

★ ★

実
績

★ ★

計
画

実
績 ★ ★ ★ ★

計
画

実
績

3月

3
コミュニティ協議会定例
会等への地区担当職員
の参加

4
男女共同参画推進懇
話会の開催

5
男女共同参画啓発セミ
ナーに関する情報提供

9月8月 10月

6

取組概要

1
市民活動推進講座の実
施

2
男女共同参画推進講
演会の開催

2月4月 5月 6月 7月 11月 12月 1月

講演会実施による意識啓発 「テーマ：女性と地域防災」

コミ協定例会等への地区担当職員の参加（情報交換、指導助言） 【通年】

第1回懇話会（H25プラン進捗状況の報告、Ｈ26事業説明） 第２回懇話会（Ｈ26事業報告等）

県等が主催するセミナーの情報提供と参加促進（女性の能力開発、ワークライフバランスなど） 【随時】

実践塾第1回（講演会）

第３回（ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ）

第２回（講義） 第４回（ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ）

実践塾第1回（講義）

第2回（講義）

講師との連絡調整、開催日決定

第4回（講義）
第3回（ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ）
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　A　市民に信頼される行政の実現
　　◆　市民と行政との協働による活動推進
　　　２　コミュニティ協議会の活性化

【申請】
５協議会

実施メニュー 取組概要 平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

地域支援課

【実績】
５協議会

数値目標 担当課
年次計画

【申請】
８協議会

【申請】
11協議会

・コミ協定例会への
参画、先進事例紹
介、活動実施に向け
たアドバイス
・活動を促すための
テーマを絞った情報
提供　「ﾃｰﾏ：福祉」
・各コミ協代表による
懇話会を開催し、課
題発見型活動の情
報交換を行う

難易度

Ｍ

コミュニティ協議会に
対し、市民活動支援
講座の開講や担当
職員を派遣すること
により、各協議会に
おける課題発見型
活動を推進する。

平成27年度ま
でに11協議会
で課題発見型
活動を年1回
以上実施

（従前値）
H24　３協議会

課題発見型
コミュニティ
協議会への
成長促進

3 継

【実績】
８協議会

【実績】
―

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画

実
績

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画

実
績

計
画

★ ★

実
績

★ ★

計
画 ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★

計
画

実
績

2月 3月9月 1月

5
市民活動推進講座の実
施

5月 6月 7月

3
コミュニティ協議会定例
会等への地区担当職員
の参加

4

6

コミュニティ協議会懇話
会の開催

11月 12月10月

1

市民活動相談会を通じ
たコミ協・市民活動団体
等へのアドバイス及び
サポート

2
各種セミナーへの職員
の参加（コミ協、市民団
体等への情報提供）

取組概要
8月4月

市民活動なんでも相談会の開催【毎月】

第１回（先進地視察）
第２回（講義、先進事例紹介、情報交換等）

県や他市町が行う実践型セミナー等への職員の参加（コミ協へのフィードバック）及び情報提供（コミ協や市民活動団体からの参加促進） 【随時】

実践塾第1回（講演会）
第３回（ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ）第２回（講義）

第４回（ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ）

コミ協定例会等への地区担当職員の参加（先進事例の紹介、活動の提案、指導助言） 【通年】

第１回（先進地視察：掛川市内２団体）

実践塾第1回（講義）

第2回（講義）

企業CSR相談会

第２回（講義、情報交換等 ﾃｰﾏ：女性の地域参画））

第3回（ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ）

第4回（講義）
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実績（％）

100

達成

　半数以上の地区においてコミ協と自治会等が連
携し、地域防災や安全安心、高齢者福祉といった
分野での講演会、出前行政講座、訓練、イベント
等を通じて住民の自助・共助の意識を高める活
動が展開されている。
　１月に開催したセカンドライフセミナーは、地域
活動の新たな担い手の創出という目的に加え、シ
ルバー世代が地域社会に深く関わることで気力・
体力の維持に繋がり、健康増進といった面でも効
果が表れることを期待した事業である。今回セミ
ナーの実行委員会に各コミ協に加わっていただ
いたことで、市民活動と地域福祉の関連性や今
後の発展性について理解促進に繋がったと考え
る。
　今後も先進地区の事例紹介を通じて課題発見
型活動への転換に向けた支援を行っていく。

100

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

　毎月第３水曜日の「市民活動なんでも相談会」の
ほか、11/20には菊川市商工会との共催による
「企業CSR相談会」を開催した。（１月末までの相
談件数：延べ15件）
　セミナーへの職員参加は、10のセミナーに延べ
20人の職員が参加した。
　全11地区のコミュニティ協議会の定例会等に、延
べ85回（延べ99人）出席した。（１月末時点）
　1/15に実施したコミュニティ協議会懇話会では、
「女性の視点を活かす地域づくり」をテーマに、事
例紹介や情報交換、ワークショップを行った。これ
までのコミ協懇話会では女性役員の参加は無かっ
たが、今回は女性の参加をお願いしたところ、15
名の女性役員の参加があった。（コミ協の会長、副
会長を中心に全11地区より計36名が参加）
　10月に市民活動推進講座を２回開催。「地域に
入る、最初の一歩」、「ママとご飯で地域開発」とい
うタイトルでフィールドワークと講義を行った。
　1/31に60歳以上の市民を対象としたセカンドライ
フセミナーを開催。シニア世代の豊富な知識、技
能、経験、ネットワークを地域活動に活かしていた
だくためのきっかけづくりとして、基調講演、活動
発表、アトラクション等を行った。（参加人数：約400
人）

達成状況

【実績（％）の算出根拠】
課題発見型活動を行う協議会数
現状８協議会／目標８協議会＝実績100％
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達成

【実績（％）の算出根拠】
　センターの設置場所としては、当面本庁空きス
ペースを使用することとなったため、施設改修費
や備品購入費などの関連予算の要求は行わな
かった。また、運営形態についても本庁を使用す
る間は指定管理や民間委託は行わない予定であ
るため、政策会議、議会への説明についても次年
度以降に延伸した。
　実施率については、今年度中に方針を決定すべ
き項目（設置場所、運営形態等）は検討が済んだ
ものと判断し、100％とした。

実績（％）

100

　センターの設置場所については、将来的には庁
舎東館に入るものとし、東館完成までは市役所本
庁舎の空きスペースを利用するということで庁内
的に方針が示されている。
　センターを本庁舎内で開設するとなると、開館
日及び開館時間も市役所と同じになるため利用
者（市民団体等）の利便性を優先した運営ができ
ず、センター設置のメリットが十分に出せないこと
が懸念される。東館での運営がスタートするまで
は、市民協働係の業務の一部にセンターの機能
を持たせるといった「直営」での形態が最良と考え
る。
　今後は、具体的な設置スケジュールや議会等
への説明の時期について検討していく。

実施メニュー

市民活動に
おける中間
支援のしくみ
づくり

難易度

Ｍ

平成26年度実施内容（計画）取組概要 数値目標

【実績】
―

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C）

100

課題と今後の取組み（A）

　県西部地域及び中東遠地域の行政と中間支援
センターの職員との情報交換を適宜行った。

担当課
年次計画

現在は行政が直接
コミュニティ協議会
や市民活動団体に
対して、運営につい
ての支援を行ってい
る。今後、自ら地域
活動を協働し、実践
できるよう、中間支
援体制を構築する。

平成27年度に
方針決定

H25 H26 H27

・市民活動支援セン
ターの施設整備に要
する費用の予算化
（改修費、備品購入
費など）

達成状況

4 新

【計画】
検討

【実績】
検討

【計画】
検討

【計画】
方針決
定・運営
準備

【実績】
検討

地域支援課

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画 ★

実
績

★

計
画

★ ★

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

3月9月 10月 11月 12月 1月 2月8月

中間支援センターの設
立に向けた検討（他市
町のセンター運営に関
する情報収集）

2
センター設置場所の決
定

取組概要

1

4月 5月 6月 7月

6

3
政策会議、議会への説
明

4 予算要求

5

関連予算要求（改修費、備品購入費など）

議会説明（センター設置構想、候補地、予算）

センター設立の検討【通年】、他市町のセンター運営に関する情報収集【随時】

候補地決定

政策会議説明（センター設置構想、候補地）

関連部局との協議（候補地絞込み）

候補地決定
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　A　市民に信頼される行政の実現
　　◆　市民サービスの向上
　　　３　行政サービスの見直し

達成
【実績（％）の算出根拠】

実績（％）

100

達成状況

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

実施メニュー 数値目標取組概要

幼児教育
課

【実績】
継続実施

７園
【実績】

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

延長保育未実施園（3園）について確認を行ってい
るが、保育士の配置など園の運営上厳しいものが
あり、来年度の実施については未決定である。

延長保育実施
園数
H25　６箇所
H26　７箇所
H27　８箇所

（従前値）
H24　６箇所

延長保育未実施園との協議を進めていく。

おおぞら幼保園保育部が平成26年４月の開園か
ら延長保育を開始した。  　目標７園　実績７園

【計画】
実施
８園

担当課
年次計画

認可保育園
延長保育の
拡充

難易度

Ｍ

新

保護者の就労形態
の多様化に対応す
るため、通常の開所
時間（11時間）を超
えて保育を行う保育
園を拡充する。

目標（％）

100

・未実施園に対して
説明、実施への働き
かけを行なう

5

【計画】
実施
６園

【実績】
実施
６園

【計画】
継続実施

７園

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

実
績

計
画

★ 　 　 　

実
績

計
画 　 　 　 　 　 　

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

7月4月

次年度以降の延長保育
未実施園への意向調
査。(実施要請)

5月
取組概要

1

6月

5

2
次年度の延長保育実施
予定園との事業調整。

3
次年度実施の延長保育
事業に係る予算案への
反映。

4

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月
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達成

実績（％）

100

これまで指定管理者
制度を導入し、平成
24年度4月現在9施
設に導入している。
公の施設の設置目
的等に基づく適正な
施設の管理運営の
一層の推進を図るた
め、指定管理者制度
に係る手引きを作成
し、モニタリングマ
ニュアルの整備及び
モニタリングを行う。

実施メニュー 平成26年度実施内容（計画）
H25

新

H26

平成25年度に
手引き、マニュ
アルを整備し、
平成26年度か
ら運用する。

平成28年３月末日で文化会館アエルの指定管理
が終了となるため、平成27年度中にモニタリング
評価の実施、選定委員会の開催、公募手続き
等、計画立てて進めたい。

【実績（％）の算出根拠】

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

指定管理者
制度導入施
設の運営評
価によるパー
トナーシップ
の強化

難易度

6

【実績】
新たな制
度に基づ
く制度運
用

【実績】
―

Ｍ

中部デイサービスセンター・東部ふれあいプラザ、
体育館・体育施設を付帯する都市公園等につい
て、それぞれ選定委員会を２回開催し、市長へ答
申した。その後、12月議会へ上程可決し、基本協
定書を締結（中部デイ、東部ふれ：Ｈ27.3.26、都市
公園等：Ｈ27.3.16）した。
また、モニタリングマニュアルに添って、施設所管
課の評価に加え、各施設選定委員会において、第
三者機関による評価を実施した。

企画政策
課
社会教育
課
商工観光
課
長寿介護
課

概ねスケジュールどおり進め、平成26年度目標を
達成したため。

期間評価を踏まえた
指定管理者の更新
手続の実施

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

【計画】
継続実施

達成状況

目標（％）

100

H27

【計画】
指針、
マニュア
ルの整備

【実績】
指針、
マニュア
ルの作成

【計画】
新たな制
度に基づ
く制度運
用

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

○
体育

○
体育

○
デイ

○
体育

○
デイ

○
体育

実
績 体育 ・ デイ

計
画 デイ 体育

実
績 体育 デイ

計
画

実
績

計
画

★
デイ

★
デイ

★
体育

★
デイ

★
体育

実
績

★
デイ

★
体育

★
デイ

★
体育

計
画

実
績

計
画

実
績

6月 7月4月

1
施設所管課との協議調
整

2 評価シート作成

取組概要
5月

6 結果公表、市民周知

3 都市公園条例の改正

4 選定委員会の開催

5 議決、告示、本協定

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月
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　A　市民に信頼される行政の実現
　　◆　市民サービスの向上
　　　３　行政サービスの見直し

現支所に残るものの取扱いが決まっていない。今
後の在り方について再度方針決定していく必要
がある。

支所の今後
の活用に関
する調査・研
究

100

【実績（％）の算出根拠】
目標達成のための取組について、概ね達成するこ
とができたため。

達成

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

小笠支所の在り方についての方針は決定した。
支所機能について、中央公民館へ移転することを
決定し、議会及び連合自治会等へ公表した。

実績（％）

難易度

Ｍ

新市建設計画で位
置付けが明確に示さ
れている期間以降
（平成27年度以降）
の支所について、今
後の活用や在り方
に関する調査・研究
を行い、外部組織の
意見を聞く中で決定
する。

実施メニュー 平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

H27年度実施
企画政策
課
小笠総合
サービス
課

　小笠支所の今後の
在り方の方針を決定
し、議会や市民へ公
表する。

達成状況

7 新

100

【計画】
方針決定

【計画】
市民へ周

知

【計画】
実施

【実績】
検討

【実績】
市民へ周

知

【実績】
―

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★

計
画 ★ ★ ★ ◎

実
績

◎

計
画

★ ★ ★

実
績 ★

計
画 ★

実
績

★

計
画 ★

実
績 ★

計
画

実
績

8月

支所調整会議

3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
取組概要

4月 5月 6月 7月

連合自治会

1

2 政策会議

6

3 議会（全員協議会）

4 まちづくり審議会

5

報告書素案作

報告書素案作
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達成

昨年から認定を行っている応急手当協力事業者
が合計１６事業所となり、事業所や団体の受講者
は増加したが、一般の方の受講者が少ないた
め、これまで同様に受講者募集を継続するととも
に、一般の方を対象にした募集の広報活動につ
いても再度検討を行って、一人でも普通救命講習
を受講しやすい環境づくりに努め、受講者数の増
員を目指す。

実績（％）

100

100

普通救命講習会の最終回数及び人数は、59回開
催して738人が受講し延べ受講者は6,253人になっ
た。

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

難易度

Ｍ

消防本
部

実施メニュー 担当課
年次計画

取組概要 数値目標

普通救命講
習会の推進

【実績】
6,253人

【実績】
―

応急手当の実施に
より救命率を向上さ
せることを目的に、
応急手当指導者の
育成など、市民が普
通救命講習を受講し
やすい環境づくりを
図り、受講者数の増
員を目指す。

平成27年度ま
での総受講者
数
6,550人
　
(従前値）
H24まで4,910人

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

【計画】
6,350人

↓
6,550人
（延べ受
講者数）

【実績】
5,515人

・応急手当協力事業
所認定の制度等を
通じ、事業所の受講
者の増加を図る。
・指導者の育成及び
消防団員へ受講者
の推進を図る。
・一般市民への広報
を実施、受講者の推
進を図る。（出前講
座など）

【計画】
5,250人
（延べ受
講者数）

【計画】
5,750人

↓
6,000人
（延べ受
講者数）

【実績（％）の算出根拠】
今年度合計実績人数／該当年度の人数＝実施
率
6,253/6,000=1.04≒104％⇒100％

8 新

達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

実
績 ★ ★

★ ★ ★

計
画 ◎

実
績

★

計
画

◎

実
績 ★

計
画 ◎
実
績 ★
計
画 ◎

実
績 ★

計
画

実
績

3月7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月4月 5月 6月

1

2

3

6

応急手当の指導者育成
講習会

普通救命講習会の開催4

応急手当協力事業所認
定

5 年度集計・検証

取組概要

応急手当の普及啓発及
び受講者募集について
広報紙等へ記載

一般公募普通救命講習会開催 消防団・中学生 救急の日（医療週間） 随時受付一般公募普通救命講習会開催

案内通知 認定式

一般公募普通救命講習会開催 消防団・中学生

案内通知

講習会

随時、菊川市ホームページ投稿 菊川市広報誌記載

救急の日（医療週間） 随時受付一般公募普通救命講習会開催
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　新公共経営の推進
　　　４　施設の運営形態の見直し

　４月１日から指定管理者による対象施設の管理
に移行するが、市民サービスの向上に繋がるよ
う、引き続き指定管理者の運営支援を行う必要が
ある。

達成

100

【実績（％）の算出根拠】
協定の締結が予定より遅れたが、平成27年度から
体育施設を付帯する都市公園等へ指定管理制度
を導入することができた。

【計画】
実施

Ｍ

【実績】
検討

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

【実績】
方針決定

【実績】
―

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

【計画】
方針決定

目標（％）

社会教育
課
都市整備
課

100
　菊川市体育協会グループが指定管理者に決定
してからは、管理業務の引継ぎ作業やスポーツ大
会、体育施設抽選会の視察にも来ていただき、来
年度からの管理業務の準備を進めてきた。
　当初の予定から少し遅れたが、３月16日に指定
管理業務に関する協定を締結することができた。

実績（％）

難易度

9

【計画】
検討

達成状況

管理者選定委員の
承認（教育委員会）
・指定管理者選定結
果の認定（教育委員
会）
・指定管理者指定、
設置条例、条例改定
の認定（議会）

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

市内14箇所あるグラ
ウンドなどの体育施
設について指定管
理者制度を導入す
る。また、導入につ
いては体育施設が
設置されている公園
全体を含めて検討
する。

平成26年度方
針決定

継

実施メニュー

体育施設（3
体育館及び
学校体育館
以外)の指定
管理者制度
の検討

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★

実
績

★
10

12 ★

計
画

★ ★

実
績

15 26

計
画

★ ★ ★

実
績

★
22

20 ★

計
画

★ ★

実
績

★
15

19 18

計
画

★ ★ ★

実
績

8 15 3

計
画

実
績

計
画

★ ★

実
績

3 7

計
画

★

実
績

16

8 協定締結

4 定例教育委員会

5 スポーツ推進審議会

選定準備

選定委員会

6

7

2 条例改正

取組概要

3 議会

4月 5月 6月

1 政策会議

1月 2月 3月7月 8月 9月 10月 11月 12月

方針説明（対象施設・公募･非公募・期間）

方針説明（対象施設・公募･非公募・期間）

全協へ条例説明

条例改正説明

案策定

上程

仕様書・協定書・要綱作成

選定結果報告

条例改正（案）

全協へ方針説明（対象施設・非公募・期間）

選定結果報告

選定結果報告

方針説明（対象施設・公募･非公募・期間）

条例改正説明

選定結果報告
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取組概要 数値目標 担当課
年次計画

H27
平成26年度実施内容（計画）

H25 H26

  給食センター業務の一部民間委託については、
将来に渡り安定的かつ安全で安心な衛生面を考
慮した給食を提供していくため、平成28年4月に
業務の一部を民間に委託するよう、次年度は議
会への説明・報告、業者選定に係る事務等を計
画的に進めていく。

達成

給食センター
の運営形態
の検討

難易度

Ｍ

学校教育の一環とし
て責任を持って児
童・生徒に提供して
いる給食について、
給食の内容の充実
と効率的な運営を目
的に、給食センター
の運営形態を検討
する。

平成26年度方
針決定

10

【実績（％）の算出根拠】

教育総務
課
（給食セン
ター）

委託する一部業務
の個別内容につい
て精査・検討を進
め、給食センター運
営委員会で報告・協
議を行う。

【計画】
方針検
討・決定

【実績】
方針検
討・決定

　給食センターの一部民間委託については、第３
回の給食センター運営委員会で平成25年度の検
討内容報告及び平成26年度以降の計画を示し了
解を得た。

課題と今後の取組み（A）

委託業務内容の精査に時間を要し、実施スケ
ジュールに遅れが生じたが、給食センター運営委
員会、議会全員協議会へ報告した。

実施内容及び進捗状況（C）

100

実績（％）

100

目標（％）

新

実施メニュー

達成状況

【計画】
委託内容
の精査及
び検討

【計画】
精査及び
検討内容
の報告・

確認

【実績】
委託内容
の精査及
び検討

【実績】
―

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

報
告

報
告

報
告

報
告

報
告

実
績

報
告

計
画

報
告

報
告

実
績

計
画

報
告

報
告

報
告

報
告

実
績

報
告

報
告

報
告

計
画

検討

実
績

検討

計
画

実
績

8月

3
給食運営委員会への
報告

取組概要
7月4月 5月 6月

4
委託業務仕様書等の検
討

5

1

2 議会への報告

市長会への報告

3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　新公共経営の推進
　　　４　施設の運営形態の見直し

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

実施メニュー 担当課

100
　平成27年３月30日付けで協定書を締結した。

実績（％）

100

平成27年４月１日の指定管理開始に向けて、協
定を締結し目標を達成した。

11 新

H26 H27
年次計画

取組概要 数値目標

デイサービスセン
ターの運営形態の
計画案を検討し、課
題等を解決する中
で、今後の方針を決
定する。

【計画】
検討

【計画】
方針決定

【計画】
実施

平成26年度実施内容（計画）
H25

菊川市社会福祉協
議会による指定管理
を実施している２デ
イサービスセンター
について、公の施設
として運営を継続す
るか検討する。

平成26年度方
針決定

長寿介護
課

デイサービス
センターの運
営形態の検
討

難易度

Ｍ

達成

目標（％）

達成状況

【実績】
―

【実績】
検討

【実績】
方針決定

【実績（％）の算出根拠】
　指定管理開始までに協定を締結し、目標とした
方針決定を具体的に実現できたので実施率を
100％とした。

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 ◎

実
績 ◎

計
画

★ ★ ★

実
績 ★ ★

計
画 ★ ◎

実
績

★ ◎

計
画 ★

実
績 ★

計
画

実
績

3月8月 9月 10月 11月 1月 2月

5

6月

2 次期指定管理者選定

取組概要
7月4月

1

4
結果公表及び協定締
結

3 議会承認手続き

12月

方針の確定

5月

選定委員会 選定委員会 選定委員会

政策会議

協定締結

選定委員会

選定委員会 選定委員会 選定委員会

政策会議

協定締結

選定委員会 選定委員会

議案提出 議決
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課題と今後の取組み（A）

おおぞら幼保園の運営方針に基づき円滑な運営
を行った。

　子ども・子育て支援新制度により今後の運営方
針（認定こども園化等）の検討を行う必要がある。

達成状況

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C）

平成26年度実施内容（計画）
H25

100
　各保育園、広報誌、ホームページにて周知を行
い、病後児保育事業を開始した。
　10月20日公立幼稚園保育園運営検討委員会を
開催し、おおぞら幼保園の運営についての検証を
行った。委員からは「園目標による運営ができてい
る」「今後も更なる発展を期待する」といった意見で
あった。
　12月に保護者アンケートを実施した。

実績（％）

100

幼児教育
課新幼保園の

運営の検討

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課
年次計画

新幼保園の運営を
決定し、設置条例・
規則を制定する。

幼保園の運営
H25方針決
定、条例制定
H26幼保園運
営開始
H27継続運営

運営方針に基づき、
円滑な運営を行な
う。市幼保教育の検
討。

【実績（％）の算出根拠】

難易度

Ｍ

達成

12 新

【実績】
方針決定

【計画】
方針決定

【計画】
供用開始

【計画】
継続実
施・検証

検討

【実績】
供用開始

【実績】
―

H26 H27

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

役
員
会

総会
役
員
会

役
員
会

実
績

役
員
会

総会
役
員
会

役
員
会

役
員
会

計
画

調査 準備 調査 回収 集計 報告

実
績

報告

計
画

実
績

委員訪問
検討委
報告

委員 訪問
検討委
報告

1月 2月 3月7月 8月 9月 10月 11月 12月4月 5月 6月
取組概要

3 保護者アンケート調査
アンケート
配布・回収

4
事業進捗管理、次年度
計画への反映

1
内部打ち合わせ
(全体・学年別)

2
保護者会からの意見聴
収

各種会議において実施報告と実施予定の確認を行う。 主任以上会議、学年主任会議、学年別会議

各種会議において実施報告と実施予定の確認を行う。 主任以上会議、学年主任会議、学年別会議
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　新公共経営の推進
　　　５　選択と集中のための評価の実施

取組概要

　補助金見直しの結果を次年度第１回目の懇話
会で報告するとともにホームページへの公表を
行っていく。

【実績（％）の算出根拠】

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C）

実施メニュー

補助金見直しの各課ヒアリングは、計画よりも早
期に進めた。懇話会による外部評価は、10月８日
に会長から市長に提言書が手渡された後、評価
結果を各課に周知したためスケジュールより若干
遅れたが、ほぼスケジュール通り進めることがで
きた。

　８月18日の第２回行革懇話会で実施した補助金
見直し評価は、10月８日に坂本会長より市長へ提
言書として手渡された。
　行革懇話会での評価を参考とし５件のうち４件に
ついては、９月中旬に最終評価結果を各課へ報告
した。ただし、残り１件の商工観光課所管の経営
改善普及事業補助金については、担当課と協議
し、最終評価を縮小の方向で確定した。
　見直しした全補助金112件のうち、継続103件、
重点化２件、縮小５件、終了２件となり評価を基に
次年度予算への反映につなげた。

実績（％）

100

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

数値目標 担当課
年次計画

補助金の見
直しの実施

難易度

Ｍ

新

補助金見直し指針
に則り、3年に1度の
見直しを実施する。

補助金仕分け
の実施

【計画】
継続実施

企画政策
課
財政課
（各課）

達成状況

・第2次候補事業の
選定
・補助金仕分けの実
施
・結果の周知、公
表。予算への反映

13

【計画】
準備

【計画】
見直し実

施

【実績】
準備

【実績】
見直し実

施

【実績】
―

100

達成

課題と今後の取組み（A）

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★

計
画 ★ ★ ★

実
績

★ ★

計
画

★ ★
◎

実
績

★ ★ ◎

計
画

◎

実
績

◎

計
画

実
績

計
画

実
績

6月 7月4月

1
行財政改革
推進本部会

2
行財政改革
推進懇話会

取組概要
5月

6

3
補助金
見直し

（外部評価）

4
補助金
見直し

5

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

調書作成・懇話会委員抽出 抽出確定 外部評価実施

評価結果各課周知

調書作成・整理・ヒアリング準備

ヒアリング 評価結果各課周知

ヒアリング 評価結果各課周知

評価結果各課周知
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【実績（％）の算出根拠】
最終的に、平成26年度目標を達成したため。

達成

達成状況

平成27年度から平成28年度にかけて、原価計算
方法も含め、平成29年４月１日からの消費税率
10％へ向けた使用料・手数料の見直しを進める。

実績（％）

100

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課

新

利用者負担の
適正化を図
る。 企画政策

課
財政課
（各課）

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

【計画】
見直し実

施

Ｍ

【実績】
準備

年次計画

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

【計画】
準備

難易度

平成26年度は、計画時の今年度目標どおり、現行
料金の継続実施をした。
消費税率10％の時期が、平成27年10月１日から１
年半先送りされ、平成29年４月１日となった。ま
た、通常の使用料・手数料の見直し時期は、３年
サイクルにより平成27年度実施となる。
そのため、今年度は増税時期と見直し時期を含め
た平成27年度・平成28年度の２ヶ年スケジュール
（案）を作成した。

使用料・手数料見直
し指針に則り、サー
ビスコスト、受益者
負担割合、利用者区
分、減免対象範囲等
について、3年に1度
の見直しを実施す
る。

【計画】
継続実施

【実績】
継続実施

目標（％）

100

使用料・手数
料の見直し
の実施

14

現行料金の継続実
施、見直し準備

【実績】
―

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

◎

実
績

計
画 ★

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画 ★

実
績

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6
現行料金の継続実施、
見直し準備

3 原価計算書の作成

4 ヒアリングの実施

5 行革本部会へ報告

6月 7月4月

1
原価計算、実施方法の
決定

2 説明会の開催

取組概要
5月
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　新公共経営の推進
　　　５　選択と集中のための評価の実施

実施メニュー

100
市が所有する公共施設の管理に係る委託業務の
洗い出しを行い、検討余地のある29業務を抽出
し、関係する４課に「委託業務の統合化に関する
調査」を実施した。
なお、財政課所管の13業務について見直しを行
い、市役所庁舎・北館の施設管理業務委託を総合
管理契約として一本化したことで、986,040円の効
果が生じた（Ｈ26-Ｈ27契約額で比較）。

実績（％）

100

達成状況

限られた財源の中
で、より質の高い
サービスを提供する
ため、既に実施して
いる民間委託につい
て、業務内容に応じ
た見直しを行う。

民間委託基本
方針の見直し
により委託事
業の再評価を
行う。

達成

民間委託基
本方針の見
直し

難易度

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C）

H26 H27
担当課

年次計画
平成26年度実施内容（計画）数値目標

H25
取組概要

Ｈ26年度実施の調査結果を基に、Ｈ28年度当初
予算要求までに引き続き委託業務の見直しを行
う。

【実績】
準備・実

施

【計画】
実施

【計画】
実施

【実績】
―

企画政策
課
財政課
（各課）

【実績（％）の算出根拠】

Ｍ

【実績】
実施

15 新

次年度予算へ反映、
結果の公表

【計画】
準備・実

施

課題と今後の取組み（A）

委託業務の調査を実施し、13業務について見直し
を行い、効果を出した。

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

★ ★

実
績

★ ★ ★

計
画

実
績

計
画

★

実
績

★

計
画

実
績

計
画

実
績

8月

民間委託基本方針
改正案の修正

3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
取組概要

4月 5月 6月 7月

1

2
行政本部会

への報告
市民への公表

6

3
評価する委託費

の検討・抽出

4
委託費見直

しの実施

5

行革本部会 周知・公表

検討 抽出

周知

行革本部会 公表周知

検討 抽出
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　組織力の向上
　　　６　人事管理の効率的な推進

①H25実績：79.68時間、②H26実績：91.63時間
→①/②＝0.8695（86％）

100
①時間外勤務時間数　29,688.45時間
②職員数　324人
③平均時間数　91.63時間（①÷②）
【算定対象の設定】
①時間外勤務時間数
　 →振替休日取得分を除いた時間外勤務時間数
②職員数
　 →病院職員及び管理職を除いた市役所・消防
職員の人数

※前年度実績を上回った時間数：
①H25実績：79.68時間、②H26実績：91.63時間
→②-①＝11.95時間

※実施内容は、上記のとおり

実績（％）

86

達成状況

業務量の多寡や休職職員の発生により、特定の
係や職員に時間外勤務が偏っている事態が見受
けられた。また、時差出勤制度の試行により減少
した時間外勤務がある一方、水曜延長業務を本
制度の試行により対応することとした結果、時間
外勤務が増加した所属が生じた。
　また、市民との協働作業、10周年記念行事、介
護保険事業計画や市総合計画の策定業務、国の
緊急経済対策などに対応するための時間外勤務
が増加の要因として挙げられる。
  「時間外勤務の抑制に関する指針」に基づく適
正な管理の下に、勤務実態について所属長から
聴き取るなど状況把握に努め、改めて課内にお
ける時間外勤務の平準化や適正な運用が図られ
るよう、指示・指導を行っていく。

未達成

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26

取組概要 数値目標

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

担当課
年次計画

実施メニュー

時間外勤務
の抑制

難易度

Ｈ

職員の心身の健康
の維持、ワーク・ライ
フ・バランスの推進、
経費の削減等を図
るため、時間外勤務
の抑制に努め活力
ある職場環境を構築
する。

職員一人当り
年平均時間外
勤務時間数を
100時間以下
に抑制

（従前値）
H24　99.59時
間
(合計時間数
31,471.25時
間）

総務課

16 新

時間外勤務の抑制
に関する指針を策定
し、全庁的に周知す
る。職員の意識改善
を図り、計画的に業
務遂行するよう指
導・管理する。

【実績】
 79.68
時間

【実績】
91.63
時間

【実績（％）の算出根拠】

【実績】
―

【計画】
職員一人
当り年平
均時間外
勤務時間
数を100時
間以下に
抑制

【計画】
前年度実
績を下回
る
　79.68
　時間

【計画】
前年度実
績を下回
る

H27

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★

実
績 ★

計
画 ★ ★ ★ ★

実
績

★ ★ ★

計
画

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画 ★ ★ ★

実
績

★ ★

計
画

実
績

計
画

実
績

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月4月 5月 6月

時間外勤務管理シート
作成（計画時間の算
出、見直し）

取組概要

指針の職員への周知1

2

6

3
時間外勤務管理シート
での実績管理

4
管理職員への資料提
供、指導

5
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行政運営の一層の
効率化・合理化を進
めるとともに、時代
に即した機能的な組
織体制の構築を進
める。
第2次定員適正化計
画に基づく定員の適
正化に努め、重要施
策や新たな行政課
題に適切に対処す
るための適正な職員
配置により市民サー
ビスの向上を目指
す。

（消防・病院を
除く職員数）
平成27年度
308人（目標）

（従前値）
H24　313人

【実績】
継続実施

312人

【実績（％）の算出根拠】
①計画値：308人、②実績値：319人
→①/②＝0.9655（96％）

100
平成27年４月１日職員数308人の計画に対し、319
人の実績となった。
計画を超えることとなったのは、計画策定時の想
定を上回る育児休業取得者の発生（＋３名）や、
喫緊の課題である地方版総合戦略の策定や少子
化対策、農業振興等の担当部門に重点的人員配
置を行なったことによるものである。

※計画値を超えた人数：
①計画値：308人、②実績値：319人
→②-①＝11人

※実施内容については、上記のとおり。

実績（％）

96

達成状況

未達成

実施メニュー 数値目標 平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

取組概要 担当課
年次計画

17 継

総務課

難易度

Ｈ

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）目標（％）

組織機構の見直しと
ともに、業務改善を
進め業務の見直しを
図る。また、研修等
により人材の育成に
努め、職員力を向上
させる。

【計画】
継続実施

314人
↓

311人

職員数の管
理と適正配
置の実施

【計画】
継続実施

311人
↓

308人

【計画】
継続実施

308人
↓

306人

【実績】
継続実施

319人

【実績】
―

  簡素で効率的な行政を目指す中で、地方版総
合戦略の策定や平成28年１月に開始となる番号
制度の業務への対応など、行政を取り巻く環境は
年々厳しい状況に向かっている。
　各課業務内容の精査、民間委託等を検討し、効
率的な組織編制、人員配置を行なっていく。
　また、非常勤職員等の配置について、現場の状
況を見極め、適正に配置していく。
  職員研修については、３市広域研修計画に基づ
き、職員研修を引き続き行っていく。また、Ｈ27末
に退職する職員を補充するため、新規採用職員
選考試験を実施し、人材の確保を進める。

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★

実
績

★
★

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月
取組概要

組織機構改革の実施1

5月4月 6月

6

2 非常勤職員等の活用

3
職員研修による人材育
成

4
職員の新規採用等人
事管理

5

スケジュール確認 調整作業政策会議 政策会議
議会説明

当年度の非常勤職員等の配置調整、次年度の非常勤職員等の配置確認（次年度予算の確認）

３市広域研修計画に基づく３市広域研修、外部研修の実施、職場研修、選抜指名研修の実施

年度末退職者の把握 採用試験実施 ※ 追加試験の実施 人事配置等調整

政策会議 政策会議・議会説明
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　組織力の向上
　　　７　職員力を高める環境整備と職場風土の醸成

総務課

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

元気な菊川
市を創造す
る職員の育
成

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

難易度

Ｍ

自主選択制度（セル
フ・セレクション）によ
る研修の推進
「職員アンケート
（仮）」の試行

年齢・経験年数・職
階に応じた中長期的
な研修計画に基づ
き、求められる政策
法務能力や政策形
成能力などの向上
に向けた職員研修を
継続的に実施し、職
員の能力を高める。
併せて、職場内にお
けるＯＪＴを活性化さ
せることで、研修に
より習得した「能力」
を「職員力」へ変えて
いく。

研修参加職員
数（各年）300
人

（従前値）
H24  174人

【計画】
継続実施

300人

【実績】
継続実施

347人

【実績】
継続実施

351人

【実績】
―

18 継

実施メニュー

【計画】
継続実施

300人

【計画】
継続実施

300人

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 ★ ★

実
績 ★ ★

計
画 ★

実
績 ★

計
画 ★ ★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画 ★ ★

実
績 ★
計
画 ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★

計
画 ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★

取組概要
4月 5月 6月 7月

4

外部研修への派遣

職場委託研修の開催

5

1
3市広域研修計画に基
づく研修の実施

2

3

3市広域研修の充実

職場状態に応じた配慮
の行き届いた研修

2月 3月

6
行政課題に対応した指
名選抜研修の実施

8月 9月 10月 11月 12月 1月

受講者の募集・決定

受講者の公募

メンタルヘルス研修法制執務研修の実施(公募)

実施希望調査

（研修通知に記載）

各職場からの実施要請（４月の調査時及び随時）を受け、他２市と次年度に向けた検証を調整を行う

「３市広域研修」、「静岡県主催研修」、「市町村振興協会」が実施する各種研修に派遣（３市広域研修においては、効果的な実施）する。

個々の研修が狙った効果を果たしているか等随時検証・フィードバックを行い、さらなる実施効果の向上を図る。

派遣者選考・決定
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実績（％）

100

研修派遣数（351人）÷数値目標数（300人）＝1.17
（117％）⇒100％

達成状況

達成

平成24年度より職員全体の自己成長意欲の向上
を目的として、研修の「自主選択制度」を導入し
た。これにより参加者数351人（導入前比124人
増）と増加し、一定の成果が得られた。一方で、静
岡県主催の研修への申込みが集中し、受講者数
の減員調整を行う結果となった。
人事評価制度の連動を図る中で、自らに必要な
能力と選択する研修の必要性を意識させるととも
に、３市広域研修をはじめ研修項目を改めて職員
に周知するなど、職員の効果的な受講が行われ
るよう推進していく。
≪職員アンケート≫
H27．３に全職員に対し「研修職員アンケート」を
実施した。
内容：時代変化やスキル変化に対応し、より効果
のある研修、現場の実態に即した研修を計画す
るため、現行の研修カリキュラムに対する意見聴
取アンケートとした。
アンケート結果や受講結果を活用し、研修の計画
策定を行っていく。

100
３市広域研修計画に基づく各研修に対し、基礎研
修（指名）に119人、選択研修（選択）に232人、計
351人の職員を派遣した。
≪３市広域研修≫
　計画のとおり全17研修（21日）を実施し、各研修
が狙いに沿ったものになっているかどうかの確認
（採点）を行った。10月には、これを基に３市間で
協議し、「Ｈ26 ３市広域研修の評価及び次年度実
施に向けた方針」を作成し,Ｈ27 ３市広域研修計画
を策定した。
≪職場研修（市単独研修）≫
法制執務研修、新規採用職員研修、話し方研修、
メンタルヘルス研修を実施した。
《指名選抜研修》　派遣者（５人）を決定し、３月ま
でに４名を派遣した。なお、体調不良のため1名を
取りやめとした。

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

【実績（％）の算出根拠】

目標（％）
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目標521件を上回る654件の提出をいただき、１課
１係１人１件以上となったため。

達成 【実績（％）の算出根拠】

新たな取組みとして、平成27年度４月の課長会議
で最優秀賞受賞者による事例発表会の実施を予
定し、水平展開による更なる効果を上げていきた
い。

実績（％）

100

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C）

年次計画

職員研修等により習
得した資質・能力を
発揮する機会とし
て、業務改善や職員
提案を一層奨励す
る。現場の発想を活
かした業務改善制
度を推進し、経費や
時間の削減、市民
サービスの向上を図
るとともに、職員提
案制度を充実させ、
優れた提案の施策
等へ反映させる

業務改善・職
員提案数
１課１係１人１
件以上

（従前値）
H24　562件

現場からの
業務改善の
推進と職員
提案制度の
改善

難易度

取組概要 数値目標 担当課

企画政策課

平成26年度は、目標521件に対して、最終的に654
件の改善提案を提出していただき、全ての実施グ
ループで目標を達成した。
なお、昨年度の優秀者にアンケートを実施し、改
善のヒントを回答いただいた。その他、提案「行政
提案型 協働のまちづくり」のテーマで上がってきた
取組みからも新たな協働事業の実施につなげた。
審査（選定作業）については、職員投票の結果を
参考に実施し、最優秀賞・優秀賞を決定、１月の
課長会議で職員へ公表し、人事評価へ反映した。

推進月間の実施、管
理職への啓発、政策
提案の募集、表彰式
の実施、取組内容の
検証、優秀事例発表
会の研究。

Ｍ

【計画】
提案制度
の改善の
検討・実
施
　517件

【実績】
提案制度
の改善の
検討・実
施
　647件

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26

達成状況

19 継

実施メニュー

100

【計画】
継続実施

【実績】
継続実施

654件

【計画】
継続実施

【実績】
―

H27

課題と今後の取組み（A）

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 ★

実
績 ★

計
画

★
１回

★
2回

★
3回

★
4回

★
5回

実
績

★
１回

★
2回

★
3回

★
4回

★
5回

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

★
投票

★
フィード

バック

実
績

★
投票

★
フィード

バック

11月 12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

行政事務改善委員会の
開催

取組概要

1
表彰式の開催、広報・Ｈ
Ｐ掲載

2

3 推進月間の実施

4
改善新聞等で優秀事例
を紹介し、水平展開を図
る

5
職員投票、フィードバッ
クの実施
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　８　市税等の収納率の向上

現年分については、
口座振替納税の推
奨や現年滞納者へ
の電話催告などを実
施するとともに、滞
繰分については、滞
納者の実態調査を
行い、差押等の滞納
処分や執行停止、静
岡地方税滞納整理
機構等への事案移
管など個別案件に
即した処理を計画的
に実施する。

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課

難易度

Ｍ

年次計画

市税の収入
率の向上

【計画】
継続実施
・個人市民税

91.90%
・固定資産税

95.30%
・軽自動車税

93.00%

（個人市民税：現年分
+過年度）
【変更後】
H25 90.80％以上
H26 91.90％以上
H27 91.90％以上
（H24　90.39%）

（固定資産税：現年分
+過年度）
H25 95.30％以上
H26 95.30％以上
H27 95.30％以上
（H24　95.35%）

（軽自動車税：現年分
+過年度）
H25 93.00％以上
H26 93.00％以上
H27 93.00％以上
（H24　93.20%）

H25 H26

【実績】
継続実施
・個人市民税

92.94%
・固定資産税

96.02%
・軽自動車税

94.40%

【実績】
―

H27

・口座振替推進⇒口座振
替キャンペーンの実施、
納税通知発送時依頼書
同封、窓口来庁者へ新
規登録勧奨
・初期滞納者対策⇒催告
書の発送、滞納整理、電
話催告、納税相談
・執行停止者の抽出（出
国者、相続者なし死亡
者、財産無者、生活困窮
者、行方不明者等）⇒実
態・生活（面談）・財産・給
与調査等の実施
・差押⇒納付約束不履行
者、納税意識のない者

【計画】
継続実施
・個人市民税

90.80%
・固定資産税

95.30%
・軽自動車税

93.00%

【実績】
継続実施
・個人市民税

91.93%
・固定資産税

95.53%
・軽自動車税

93.62%

税務課

20 継

【計画】
継続実施
・個人市民税

91.90%
・固定資産税

95.30%
・軽自動車税

93.00%

平成26年度実施内容（計画）

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績
計
画
実
績
計
画
実
績
計
画
実
績
計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

担当課（税務課・市民課
国保年金係）による滞納
整理

5
納付約束不履行者に対
する差押処分

7月5月 6月

3
催告書一斉発送Ｈ26年
度１期のみ

4

6
催告書一斉発送・電話・
来庁対応（Ｈ26.1～２期
分）

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

11 48条による移管

7
職員一斉による滞納整
理

4月

1
再催告書一斉発送（Ｈ25
年度）電話・来庁対応

2
再催告者への財産調
査、差押

取組概要

12
催告書発送、財産調査
差押捜索実施（随時）

13
口座振替キャンペーン
等による推奨

8
納付約束不履行者に対
する監視（差押処分ま
で）

9 催告状一斉発送

10 滞納整理機構への移管
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今後の取組み
・現年度のみ滞納者（初期滞納者）に対する電話
等による納付催促
・催告書・納付書の一斉発送の実施。
・差押えによる滞納処分、執行停止要件該当者に
対する滞納処分執行停止、分割納付者に対する
納税監視（通年）。
・預金等、財産調査の実施(随時)。
・滞納整理システムを有効活用した、進行管理の
構築。
・窓口来庁者等に対して、より一層の口座振替の
推進を図る。

100

実績（％）

100

達成状況

達成

・課職員による市内小学生対象「租税教室」の開
催（12～1月）。税務課職員が講師となり、小学６年
生を対象に５校８クラスで「租税教室」を開催し、税
に関する意識を高めた。
・地方税法第48条により県（磐田財務事務所）へ
14名分の徴収事務委託（9月～１月）。
・広報きくがわ11月号とホームページに"納期内納
付協力のお願い"と"11月～12月滞納整理強化"
を掲載。
・現年度のみの滞納者（Ｈ26年５月～９月末納期
未納者）に催告書一斉発送（11月、対象者857
名）。
・11月に発送した現年度分催告書に反応のない滞
納者に対して、本庁職員による臨宅滞納整理を実
施（12/８～12/22、訪問者272人）。
・静岡地方税滞納整理機構よりH26年度移管分の
実績　⇒H26年７月～３月収入実績6,718,574円。
・磐田財務事務所より第48条の個人市県民税の
実績　⇒H26年10～２月収入実績866,845円。
・過年度滞納者については、催告書発送、差押え
による滞納処分、分割納付者に対する納税監視、
執行停止、交付要求等を実施（通年）。
　　４月～３月累積⇒　差押212件、差押取立188
件（普通預金172件、定期預金6件、生命保険2件、
家賃2件、動産5件、出資金1件)12,932,783円、執
行停止621件（うち即時停止51件）、交付要求24
件、交付要求配当5件759,100円、捜索1件。

【収入率（出納閉鎖時）】
（現年分＋過年度）
　・個人市民税　 実績92.94%　計画91.90%
　・固定資産税 　実績96.02%　計画95.30%
  ・軽自動車税 　実績94.40%　計画93.00%

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

【実績（％）の算出根拠】
【実績（％）】100%
収入額の実績6,240,158,194円（個人市民税
2,322,980,498円＋固定資産税3,793,415,749円＋
軽自動車税123,761,947円/目標額6,183,828,867円
（市民税2,296,888,332円＋固定資産税
3,765,017,962円＋軽自動車税121,922,573円＝
100.9109%
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　８　市税等の収納率の向上

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

国保税の収
納率の向上

【実績】
継続実施
現年分
94.29%
滞繰分
18.03%

【実績】
―

【計画】
継続実施
現年分
94.30%
滞繰分
16.20%

【計画】
継続実施
現年分
94.30%
滞繰分
16.20%

21 継

口座振替納税の推
奨や現年滞納者へ
の電話催告などを実
施する。また、短期
被保険者証の交付
及び資格証明書の
発行など実施する。

収納率
H25 現年分94.30％
　　　滞繰分16.20％
H26 現年分94.30％
　　　滞繰分16.20％
H27 現年分94.30％
　　　滞繰分16.20％

　従前値
H24　現年分94.20%
　　　　滞繰分15.81%

税務課
市民課

【実績】
継続実施
・現年分
94.20%

・滞繰分
17.04%

【計画】
継続実施
・現年分
94.30%

・滞繰分
16.20%

引続き税務課と市民
課連携による国保税
収納の取組みを行
う。短期被保険者証
の発行をはじめ催告
等、滞納者との接触
機会を増やし納付を
促す。取組内容を検
証し収納率を確認す
る。難易度

Ｍ

実施メニュー

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

① ② ③

実
績 ② ③

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画 ②

①
②

①
②

①
②

実
績

①
②

② ②

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6
居所不明者の調査・資格
職権削除

3 催告書一斉発送

4
保険証更新時に一斉来
庁要請

5
資格証明書（①）、短期
被保険者証（②）交付時
における催告・相談等

7月4月

税務課・市民課共同によ
る電話催告（①）、滞納
整理（②）、職員一斉滞
納整理（③）

2
納付約束不履行者に対
する滞納処分

5月
取組概要

1

6月
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（5）
・短期被保険者証の更新及び納付約束不履行者
への来庁要請を実施し、納付を促す。
（その他）
・時効欠損対象者・中断者の把握。
・口座振替の推進を図る。
・滞納整理システムを有効活用した円滑なシステ
ムの構築

【実績（％）の算出根拠】
H27.5.31出納閉鎖時点
【実績（％）】100%
収入額の実績１,244,881,826円（現年分
1,194,597,008円＋滞繰分50,284,818円）/目標額
1,239,930,885円（現年分1,194,737,716円＋滞繰分
45,193,169円）＝100.399%

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

100
（3）
･Ｈ26年度分新規滞納者に対する催告書の一斉発
送。（3月、対象者　1,091名）…市税全て
（5）
・3月末有効期限の短期被保険者証交付者に対
し、納付依頼をするとともに、短期被保険者証の
更新（　297世帯）を行った。
（その他）
・出納閉鎖時における現年度分の収納状況⇒国
保税　1,194,597,008円で収納率94.29％
・静岡滞納整理機構よりＨ26年度移管分実績⇒Ｈ
27年1月～3月分収入実績　2,977,069円（累計）の
うち国保税　2,077,870円
・出納閉鎖時における過年度分の収納実績⇒国
保税　50,284,818円で収納率18.03％
・市民課窓口へ給付申請に来た滞納世帯に対し
納付相談を実施し、15件、726,276円（1～3月）を
国保税に充当させた。（年間の国保税への充当件
数・金額は　43件、2,152,460円）

実績（％）

100

目標（％）

達成状況

達成
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　８　市税等の収納率の向上

戸別訪問、児童手当からの充当により、滞繰分は
目標収納率を超えることができたが、現年分は超
えることができなかった。
現年分についても、収納率が向上するよう検討し
ていく。

未達成

【実績（％）の算出根拠】
実収納額÷目標収納額
4月末までの収納状況（金額）により収納率を算
出。

【実績（％）】99.9%
収納額の実績310,000,100円（現年分307,065,000
円＋滞繰分2,935,100円）/目標額310,146,870円
（現年分307,351,410円＋滞繰分2,795,460円）＝
99.952%

H27

保育料収納率
H25 現年分99.20％
　　　滞繰分15.70％
H26現年分99.37％
　　　滞繰分24.00％
Ｈ27現年分99.37％
　　　滞繰分25.00％

　従前値
 H24 現年分99.2％
　　 　滞繰分　7.4％

幼児教育
課

年次計画

【実績】
―

個別相談の実施、電
話督促、集中期間の
通知、督促

平成26年度実施内容（計画）

【実績】
継続実施
・現年分
99.37%

・滞繰分
23.67%

【実績】
継続実施
・現年分
99.27%

・滞繰分
25.19%

【計画】
継続実施
・現年分
99.20%

・滞繰分
15.70%

継

誓約書による意識付
け、電話による定期
的な督促、分納や児
童手当の充当など
確実な収納管理を
行なう。

【計画】
継続実施
・現年分
99.20%
99.37%

・滞繰分
16.00%
24.00%

担当課実施メニュー

保育料等の
収納率向上

難易度

Ｍ

22

取組概要 数値目標

100

実績（％）

99.9

目標（％）

達成状況

H25 H26

平成27年4月30日現在収納率
現年分99.27%（307,065,000円）
滞繰分25.19％（2,935,100円）

目標収納率
現年分99.37%（307,351,410円）
滞繰分24%（2,795,460円）

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

【計画】
継続実施
・現年分
99.20%
99.37%

・滞繰分
17.00%
25.00%

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

児童手当からの特別徴
収

計
画 ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★

個別相談
計
画

実
績

電話督促
計
画

実
績

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

【集中期間】
通知・督促

計
画

実
績 ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

誓約書、分納計画書の
提出

計
画

実
績 ★ ★ ★

3

4

5

4月 5月 6月

1

2

取組概要
1月 2月 3月7月 8月 9月 10月 11月 12月
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未達成

  未納者の対応については、学校と協力し就学援
助金からの納付や、児童手当からの納付を進め
ることができた。
　出納閉鎖する５月末には目標の99.91％が達成
できるよう学校と連絡を密にし、家庭訪問などを
実施し収納作業を進める。

教育総務
課
（給食セン
ター）

　現年分について子ども手当から1名給食費への
納入が対応できた。3月の時点では、日々入金が
されている状況である。

【計画】99.91％
目標238,820,349円/調定額239,035,481円＝99.91%

27年５月末（出納閉鎖）収納率
【実績】99.84％
実績238,653,561円/調定額239,035,481円＝
99.840%

99.9

実績（％）

課題と今後の取組み（A）

100

・学校との情報共有
・電話連絡及び督促
状の郵送
・未納者への訪問

実施メニュー 取組概要 数値目標

給食費の収
納率の向上

難易度

23
収納率
H25 現年分99.91％
H26 現年分99.91％
H27 現年分99.91％

（従前値）
H24 現年分99.80%

未納者については、
学校から直接働きか
け徴収するととも
に、給食センターと
連携を取り合いなが
ら面談し、完全納付
に向けた取り組みを
実施する。

【実績（％）の算出根拠】
【実績（％）】99.9%
収納額の実績（現年分）238,653,561円/目標額（現
年分）238,820,349円＝99.93016%

実施内容及び進捗状況（C）

継

Ｍ

H25

達成状況

目標（％）

【計画】
継続実施

99.91%

【計画】
継続実施

99.91%

担当課
H26

【計画】
継続実施

99.91%

平成26年度実施内容（計画）

【実績】
継続実施

99.85%

【実績】
継続実施

99.84%

H27

【実績】
―

年次計画

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★

計
画 ★ ★

実
績

★ ★ ★

計
画

実
績

計
画

実
績

6

3 未納者への訪問

4
当該年度の未納状況確
認及び相談

5
未納者の情報共有のた
めの給食担当者への連
絡

1月4月 5月 6月
取組概要

1

小中学校、幼稚園と前
年度までの未納状況確
認及び相談（家庭状況
確認）

2月

2
前年度までの未納者へ
の督促通知発送

3月7月 8月 9月 10月 11月 12月
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達成

給水停止措置の継続的な実施をはじめ、４月から
始まるコンビニ収納業務等により、収納率の向上
を図る。

・給水停止措置の実
施及び実施要件の
見直し
・税務課との連携強
化
・口座振替登録者数
の増加（新規加入使
用者への推進）

上下水道料
の収納率の
向上

難易度

【実績】
継続実施
・上水道
98.16%

・下水道
98.41%

【実績】
―

Ｍ

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

（1）給水停止措置を継続的に実施した。

上水道の３月末の現年度収納率は９８．１６％で、
前年同月比０．４９％の減少となった。（減となった
のは㈱ホクトの入金日が４月収納になったことが
影響。3月収納で算出した場合は98.66％でプラス
0.01％）
下水道の３月末の現年度収納率は９８．４１％で、
前年同月比０．０７％の減少となった。

【実績（％）の算出根拠】
【実績（％）】100%
収入額の実績1,179,888,470円（上水道分
1,054,801,050円＋下水道分125,087,420円）/目標
額1,178,058,359円（上水道分1,053,085,783円＋下
水道分124,972,576円）＝100.16%

平成26年度実施内容（計画）
H25

24 継

平成20年4月から上
下水道料金の賦課・
徴収業務を民間事
業者に委託してい
る。
平成25年度からの
委託更新に合わせ
更なる収納率の向
上を目指す。

現年分収納率
上水道98.00%
下水道98.32%

　従前値
　H24　上水道97.9%
　　　　　下水道
98.3%

水道課
下水道課

【実績】
継続実施
・上水道
98.65%

・下水道
98.48%

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課

達成状況

100

実績（％）

100

【計画】
継続実施
・上水道
98.00%

・下水道
98.32%

【計画】
継続実施
・上水道
98.00%

・下水道
98.32%

【計画】
継続実施
・上水道
98.00%

・下水道
98.32%

年次計画
H26 H27

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6

3

4

5

7月4月

給水停止措置の実施

2
口座振替登録者の増加
の推進

5月
取組概要

1

6月

給水停止措置の期間短縮運用の実施

税務課との連携による口座振替キャンペーンの実施
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未達成

計画的に滞納整理を実施できず対象者を狭めて
しまった。また、普通徴収滞繰分の数値目標を達
成できなかった。
平成27年度においては、収納率の向上を目指し
年間を通して計画的に滞納整理を実施していく。

100
平成26年度に65歳到達した者や転入者に対して
滞納整理を３月に行い、対象者から432,300円の
収納を得た。
収納率　平成27年５月31日現在（最終）
普通徴収現年分　　89.46％
普通徴収滞繰分　　10.34％

実績（％）

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C）

５月末までの収納状況により、達成率を算出した。

【実績（％）】99.7%
収入額の実績49,938,000円（現年分48,752,300円
＋滞繰分1,185,700円）/目標額50,042,007.28円（現
年分48,144,918.90円＋滞繰分1,897,088.38円）＝
99.792%

99.7

達成状況

介護保険料
の収納率の
向上

難易度

Ｍ

平成26年度実施内容（計画）
H25

25 継

現年度分・滞繰分の
未納者宅を訪問し、
滞納整理を行う。介
護保険制度につい
て、周知を図る。

【数値目標】
特別徴収分・・・100%
普通徴収分・・・「数
値目標等」のとおり

収納率（普通徴収）
H25 現年分88.13％
　　　滞繰分16.52％
H26 現年分88.35％
　　　滞繰分16.54％
H27現年分88.38％
　　 滞繰分16.56％
　
　従前値
 H24 現年分88.1％
　　　 滞繰分16.5％

実施メニュー 取組概要

【計画】
継続実施
・現年分
88.13%

・滞繰分
16.52%

【実績】
継続実施
・現年分
88.31%

・滞繰分
11.99%

H27
担当課

年次計画

【計画】
継続実施
・現年分
88.35%

・滞繰分
16.54%

【実績】
継続実施
・現年分
89.46%

・滞繰分
10.34%

【計画】
継続実施
・現年分
88.38%

・滞繰分
16.56%

【実績】
―

数値目標
H26

・現年分・滞納繰越
分の未納者宅を訪
問し、滞納整理を行
う中で、給付指導及
び相談を実施する。
・介護保険事業の趣
旨の普及に努め周
知を図る。

【実績（％）の算出根拠】

課題と今後の取組み（A）

長寿介護
課

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

→ → → → → → → →

実
績 → → → → → → → →

計
画 → → → → → → → → → → → →

実
績

→ → → → → → → → → → → →

計
画

→ → → → → → → → → → → →

実
績 → → → → → → → →

計
画 → → → → → → → → → → → → → →

実
績

→ →

計
画 → → → →

実
績

計
画

実
績

2月 3月7月 8月 9月 10月 11月 12月

2 未納状況確認

取組概要
1月4月 5月 6月

1
年度切り替えによる
不能欠損処理

6

3 催告

4
臨宅による滞納整理の
実施

5 特別督促の実施
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未達成

時間外救急に単発的に受診した患者や県外在住
者の交通事故など、その後の継続受診のない外
来患者の未収が増加している。
患者側のモラルや経済的な問題によるところが
大きいが、法的措置に訴えるより回収の術がない
ところまできている。
限られた人材と時間の中で、支払う意志や能力
のない患者にどこまで労力をかけて回収努力を
するべきかの判断は難しい。

未収金の主要因で
ある入院費の窓口
分納や交通事故に
よる保険会社一括
支払等に対し重点
的に対応する。

各年度ごとの医
業収益に対する
最終的な未収金
比率を0.025％
以内とする。

（従前値）
H23　0.26％

菊川病
院

【実績（％）の算出根拠】
【計画値】　1,009,738円（前年度医業収益の
0.025%）に対し、
【実績値】　1,305,860円（前年度医業収益の
0.032%）となり、
1,009,738円/1,305,860円＝77.323%

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

病院の未収
金対策の実
施

難易度

Ｈ

100
Ｈ27.3.31時点における前年度分の未収金は、
入院523,760円（0.018％）、外来782,100円
（0.072％）、合計1,305,860円（0.032％）となり、入
院は目標を上回ったものの、外来の未収金の増
加により、全体の目標達成はならなかった。

実績（％）

77.3

平成26年度実施内容（計画）
H25

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

H26 H27

・クレジット払いの運
用継続
・交通事故患者の運
用継続
・未収金回収運用継
続

【計画】
継続実施

0.025%
以内

【実績】
継続実施

0.022%

【計画】
継続実施

0.025%
以内

【実績】
継続実施

0.032%

【計画】
継続実施

0.025%
以内

達成状況

26 継

実施メニュー

【実績】
―

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

確
認

実
績 ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

対
応

実
績

計
画

◎

実
績 ★

計
画

実
績

計
画 ★

実
績 ★

計
画

実
績

6月 7月4月

1
外来未収金額（月次）
及び前年度比の確認

2
上記調査結果に基づく
対応（分析・請求・督促
など）

取組概要
5月

6

3
クレジット払い導入のた
め、病院会計規則の改
定

4
クレジット払いの導入手
続き

5
クレジット払いの導入
　・運用調整

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　８　市税等の収納率の向上

現年度分・滞繰分の
未納者宅を訪問し、
滞納整理を行う。

収納率
H25 現年分98.90％
　　　滞繰分18.00％
H26 現年分98.90％
　　　滞繰分18.00％
H27 現年分98.90％
　　　滞繰分18.00％

　H24 現年分98.9％
　　　　滞繰分　7.3％ 都市政策課

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

難易度

Ｍ

納付状況を常に把
握し、滞納が増える
前に滞納整理を行う
（電話・訪問により）

実施メニュー

市営住宅使
用料の収納
率の向上

27 継
【計画】

継続実施
・現年分
98.90%

・滞繰分
18.00%

【実績】
継続実施
・現年分
97.92%

・滞繰分
9.94%

【計画】
継続実施
・現年分
98.90%

・滞繰分
18.00%

【計画】
継続実施
・現年分
98.90%

・滞繰分
18.00%

【実績】
継続実施
・現年分
97.11%

・滞繰分
14.17%

【実績】
―

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画

実
績

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画

実
績

★ ★ ★ ★ ★

計
画

実
績

計
画

実
績

★ ★

計
画

実
績

★ ★ ★

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6

状況により、誓約書及
び分納計画書の提出を
させる
（現年分含む）

3

3ヶ月に一度状況を確認
し、必要に応じて訪問
又は呼び出し　　（滞繰分
含む）

4
訪問後、必要に応じて
他課との連携
（現年分含む）

5
必要に応じて保証人へ
通知・連絡
（滞繰分含む）

7月4月

20日頃に納付がない者
に督促を発送
（滞繰分含む）

2

2ヶ月に一度状況を確認
し、滞納が続く、約束期
日迄に納入が無いなど
の必要に応じて電話連
絡（滞繰分含む）

5月
取組概要

1

6月

滞納者G 滞納者D、E

滞納者D 滞納者D、J

滞納者A、D、J 滞納者D、I

滞納者F

滞納者I、C

滞納者Ａ、Ｉ
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・常に滞納者の現状は把握し、必要に応じて、分
納計画書を提出させたり、保証人へ連絡をする。
・分納計画書を提出させたら、計画通りに支払っ
ているか確認し、遅れているようなら連絡をする。
・電話連絡をして、少しでも滞納を減らしていく。
・必要に応じて、他課とも連携をとっていく。
・新規に滞納が発生した場合は納入通知書に滞
納について記載した通知を同封する（滞納額が少
ないうちに滞納を無くす）。
・高額滞納者Hは包括支援係に状況を確認し、対
応を考える。

【実績（％）の算出根拠】
【実績（％）】97.7%
収入額の実績67,207,015円（現年分66,088,665円
＋滞繰分1,118,350円）/目標額68,728,501円（現年
分68,056,600*0.989=67,307,977円＋滞繰
7,891,800*0.18=1,420,524円）＝97.79%

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C）

　収納率　現年分　97.11%　　滞繰分　14.17%
①毎月20日頃督促状を発送した。
②口座振替を勧め、適宜連絡をしている。
【３か月以上の滞納者への対応】
・Aは生活保護により分納する相談をしていた所死
去してしまった。弁護士に相談。相続者である子、
２名から所有権放棄書が提出された。また、連帯
保証人にも支払の意思はなく過去の判例から保
証人へ支払をさせるのは訴訟を起こしたとして難
しく、敷金を除いた滞納分を不納欠損とした。
・過年度に分納計画を提出したB・Cは過年分の支
払いをしている。（Ｃは分納1ヶ月分遅れているが
支払いの意思があり、資金難であった一時期を除
いて毎月支払をしている。）
・Dは臨宅等行い、支払可能な額で分納計画を再
提出させた。新たに滞納とならないよう適宜連絡し
ている。
・退去したE・Gは頻繁に電話連絡をし、滞納額全
て支払終わった。
・Fは生活保護世帯で福祉課が代理納付してい
る。滞納分は分納計画を提出させた。
・高額滞納者Hは包括支援係で、連絡が取れ次第
相談していく事になっている。今後包括支援係と
調整を行う。
・Iは平成25度末から滞納がちになってきた。臨宅
や電話連絡を行っている。３月に保証人への通知
をした。

課題と今後の取組み（A）

100

実績（％）

97.7

達成状況

未達成
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　９　財政力の向上

28 継

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

財政課

難易度

①実質公債費比率
の健全化
②将来負担比率の
健全化

①14.0%未満
　（Ｈ26年度決
算）
②110％未満
　（Ｈ26年度決
算）

（従前値）
H23　①16.5%
　　　②94.4％

Ｍ

【実績】
継続実施
△
124,104
千円

継続実施
市債及び債
務負担行為
に係る準元
利償還金の
償還による将
来負担減少

額

３億円以上

継続実施
市債及び債
務負担行為
に係る準元
利償還金の
償還による将
来負担減少

額

５千万円
　　　　以上

【実績】
―

【実績】
継続実施
△
467,094
千円

・市債発行額の抑制
・市債以外の将来負
担事業の精査

（市債及び債務負担
行為に係る準元利
償還金の償還による
将来負担減少額を３
億円以上確保す
る。）

継続実施
市債借入及
び債務負担
行為の設定
による将来負

担減少額

３億円以内

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

実質公債費
比率及び将
来負担比率
の適正化

実施メニュー

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

7月4月

６月補正予算編成
　市債・債務負担行為等
予算額等の調整

2
９月補正予算編成
　市債・債務負担行為等
予算額等の調整

5月
取組概要

1

6月

6

3
12月補正予算編成
　市債・債務負担行為等
予算額等の調整

4
３月補正予算編成
　市債・債務負担行為等
予算額等の調整

5
翌年度予算編成
　市債・財政調整基金等
予算額等の調整

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月
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【実績（％）の算出根拠】

100

○H25決算実質公債費比率、将来負担比率の決
定
実質公債費比率14.0％（3年平均）　将来負担比率
66.8％

決算額において、当初予算と比べ市債借入額が
116,000千円の減額となった。また、26年度におい
ては、将来負担比率に影響する新たな債務負担
行為の設定はなかった。
その結果、467,094千円の減少となり、26年度の目
標を達成した。

実績（％）

100

達成

達成状況

（市債償還額＋市債発行額）＋（債務負担償還額
＋新たな債務負担行為設定額）≧300,000千円
（1,816,127千円＋▲1,565,000千円）＋（215,967千
円＋▲0千円）＝467,094千円 → 達成

課題と今後の取組み（A）実施内容及び進捗状況（C）

　実質公債費比率及び将来負担比率の算定にお
ける分母として計上される標準財政規模がH25で
は11,635,404千円であったが、H26では11,428,242
千円となり207,162千円の減額（▲1.8％）となった
ことにより、H26決算により算出される実質公債費
比率と将来負担比率の数値（H27算定）を上昇さ
せる要因となる。
　市債においては、償還元金と市債借入額の差
は当初から110,004千円の黒字であったが、決算
額では臨時財政対策債の借入額の抑制等により
251,127千円の黒字となった。
　市債償還元金について、過去に借り入れた市債
の利率見直しにより、借入当初の利率よりも低利
となったことから、元利均等償還では償還元金は
増額するが、利子は大きく減額となっているため、
実質公債費比率における分子の減少要因となっ
ている。
　債務負担行為については、26年度に新たな設
定をしなかったため、将来負担比率における分子
の減少要因となった。
　今後も引き続き目標を達成するよう努めていく。

目標（％）

1　市債 （単位：千円）

当初 補正７号まで 合計 決算額

市債（現年度分） 計上額 ▲ 1,679,100 ▲ 108,800 ▲ 1,787,900 ▲ 1,541,800

市債（繰越分） 計上額 ▲ 23,200 0 ▲ 23,200 ▲ 23,200

市債 元金償還額 1,812,304 3,944 1,816,248 1,816,127

110,004 ▲ 104,856 5,148 251,127

２　債務負担行為の設定（実質公債費比率・将来負担比率に影響するもの）

当初 補正７号まで 合計 決算額

0 0 0 0

215,967 0 215,967 215,967

215,967 0 215,967 215,967

325,971 ▲ 104,856 221,115 467,094

項　　目

新規設定（なし）

小　計

小　計

項　　目

債務負担行為の償還

合計　（市債+債務負担行為）
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　９　財政力の向上

（基金積立＋基金取崩）＋（市債借入＋市債償還
元金）＝黒字（＋）or赤字（▲）
▲75,907千円＋251,127千円＝175,220千円（黒
字） → 達成

達成

　最終補正予算（第７号）後の基金における増減
については、１号補正でのJR菊川駅北側におけ
る市有地の土地買収費用等の計上による基金の
減額が115,500千円あり差額が拡大したが、H25
決算積立250,000千円や財政調整基金繰入金取
崩額の減額により、当初より169,998千円の差額
改善を行うことができた。
　市債においても、償還元金と市債借入額の差は
当初から110,004千円の黒字であったが、決算額
では臨時財政対策債の借入額の抑制等により
251,127千円の黒字となった。
　決算額においては、基金と市債を合わせた差額
が、175,220千円となり黒字という結果になった。
　また、前年の市債における償還元金と借入の超
過額は186,709千円であったが、今年度の市債黒
字額が251,127千円であったため、解消している。
　なお、補正５号において計上した六郷小学校体
育館及び耐震性貯水槽整備事業に係る起債
238,600千円を27年度に繰り越したため、27年度
の増減要因に含まれる。今後も引き続き目標を
達成するよう努めていく。

実施内容及び進捗状況（C）

実績（％）

100

難易度

課題と今後の取組み（A）

100

【実績】
―

【計画】
積立金と
借入金の
差額の黒
字化

H25 H26

【計画】
積立金と
借入金の
差額の黒
字化

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

平成26年度実施内容（計画）
H27

・市債の総額抑制。
・財政調整基金の維
持
まちづくり基金への
積立【実績】

黒字化
+175,220
　　　千円

財政課積立金と借
入金の差額
の黒字化

【計画】
積立金と
借入金の
差額の黒
字化

【実績】
　黒字化
+200,967
　　　千円

達成状況

【実績（％）の算出根拠】

Ｍ

毎年度、現金資産及
び負債の差額の黒
字化を目指す。

積立金残高及
び長期債残高
H25黒字化
H26黒字化
H27黒字化

（従前値）
　H24　黒字化
　+183,813千円

29 継

実施メニュー

目標（％）

１　基金 単位：千円

当初 補正７号まで 合計 決算額

積立額 24,169 184,165 208,334 458,292

取崩額 ▲ 520,032 ▲ 14,167 ▲ 534,199 ▲ 534,199

▲ 495,863 169,998 ▲ 325,865 ▲ 75,907

２　市債

当初 補正７号まで 合計 決算額

市債（現年度分） 計上額 ▲ 1,679,100 ▲ 108,800 ▲ 1,787,900 ▲ 1,541,800

市債（繰越分） 計上額 ▲ 23,200 0 ▲ 23,200 ▲ 23,200

市債 元金償還額 1,812,304 3,944 1,816,248 1,816,127

110,004 ▲ 104,856 5,148 251,127

▲ 385,859 65,142 ▲ 320,717 175,220合計（基金＋市債）

○平成26年度決算　【積立金と借入金の差額】

項　　目

一般会計３基金
（財調＋減債＋まちづ

くり）

小　計

項　　目

小　計

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

★積立額確定

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6

3
12月補正予算編成
　市債・財政調整基金等
予算額の調整

4
３月補正予算編成
　市債・財政調整基金等
予算額の調整

5
Ｈ25決算による財政調
整基金への積立

5月 6月 7月

★積立額確定

4月

1
６月補正予算編成
　市債・財政調整基金等
予算額の調整

2
９月補正予算編成
　市債・財政調整基金等
予算額の調整

取組概要

43



【実績（％）の算出根拠】
基礎調査業務委託→完了　個別計画策定業務委
託→発注済　施設方針の決定→完了

達成

基礎調査結果を基に、各施設毎のライフサイクル
コストを算出した個別計画を策定します。また、本
個別計画と他公共施設個別計画を公有建物有効
検討会議にて報告かつ検討し、平成27年度中に
公共施設総合管理計画策定する。

実績（％）

100

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C）

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

財政課

実施メニュー 取組概要 数値目標 担当課
年次計画

公共施設の
長寿命化計
画の策定

【実績】
基礎調査

【計画】
実施
↓

計画策定

【実績】
―

課題と今後の取組み（A）

難易度

Ｍ

30 新

多くの公共施設は建
設後一定の年数を
経過し、今後更新が
必要となる時期が集
中することが予想さ
れる。損傷の軽微な
うちに補修し、長持
ちさせる予防型の維
持管理を行い、公共
施設の長寿命化と
予算の平準化を図
る。

平成27年度
計画策定

・業務委託発注
・所管課との調整

【計画】
検討・
準備

【実績】
検討・
準備

【計画】
計画策定

↓
基礎調査

基礎調査業務委託は３月下旬に完成した。引き続
き、個別計画策定の業務委託を３月に発注した。
また、総務省の公共施設等更新費用試算ソフトへ
のデータ入力については、施設データの入力は完
了しているが、基礎データ部が未入力。なお、平
成26年度データとして入力しているため、平成27
年度データとして一部再入力する必要がある。

100

達成状況

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画 ★ ★ ★

実
績

★

計
画

◎

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6

3 方針決定

4

5

7月4月

業務委託発注

2
公有建物有効利用検討
会議

5月
取組概要

1

6月

検討会議及び所管課との調整
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　10　公営企業会計の健全化

【実績】
―

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

【計画】
経常利益額
　　↓
純利益額
30,000千円

【実績】
純利益額
2,377,000
　　　　　円

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

公営企業会
計（水道）の
経営健全化

水道課

 【実績】
経常利益額
26,214,504
　　　　　円

【計画】
経常利益額
　　↓
純利益額
30,000千円

難易度

31 新

これまでも公営企業
債の繰上償還や民
間委託の導入など
業務の効率化と経
費節減に努めてき
た。今後も、安全で
安定した水道水の
供給を図るため、老
朽化した水道施設
の計画的更新と事
業の効率化や経費
の節減により経営の
健全化を進める。

・給水収益の増加
（上水道：現年分収
納率98.00％）
・給配水施設管理費
の削減
・業務工程管理の徹
底と時間外勤務手
当の削減

Ｈ

菊川市水道事
業中期経営計
画の推進
（経常利益額→
純利益額30,000
千円を上回る）

（従前値）
H24　29,374千
円

【計画】
経常利益額
30,000千円

実施メニュー

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

7月4月

節電及び通信費等の経
費削減

2
業務工程管理徹底によ
る時間外勤務の削減

5月
取組概要

1

6月

6

3

4

5

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月
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【実績（％）の算出根拠】
純利益額＝実績額÷目標額
2,377千円÷30,000千円＝0.0792（7.9％）

実績（％）

7.9

未達成

水道施設の節電や業務工程の管理により時間外
勤務手当の削減に努めた。
水道水の使用向上のため、広報きくがわにより水
道事業に関する情報提供や、生活環境フェスタに
おいて市民の声を聞くと共に理解を深める取り組
みを行った。
今年度の経営状況は、公営企業会計制度の見直
しによる特別損失等の計上、給水収益の減少等
により、目標純利益額30,000千円を達成すること
ができなかった。１月時点で約930万円の純損失
を見込んでいたが、決算調整を行った結果、約
238万円の純利益がでる見込である。本プランの
目標数値とは開きのある数字だが、予想していた
経常赤字が黒字となった。

◇収益費用の状況
　･事業収益　1,247,049千円（前年比△67,424千
円、
                                      うち給水収益は29,409
千円の減）
　・事業費用　1,244,672千円（前年比＋91,262千
円）
　・差引純利益　  2,377千円（前年比△23,838千
円）

◇特別損失費用額（55,381千円）の内訳
　・減損損失41,276千円（構築物、機械及び装置）
　・賞与、法定福利費引当金繰入額5,820千円
　・貸倒引当金繰入額2,979千円
　・固定資産除却費5,306千円（建物、構築物、機
械及び装置）

※会計基準の見直しにより55,381千円の費用額
が発生したが、固定資産みなし償却制度廃止に伴
う補助金戻入益の収益（87,313千円）により、純損
失のない決算見込となった。

100
人口減少社会の進展、核家族化の進行、節水等
により、給水収益が減額となった。今後も厳しい
経営状況が続くものと想定されるため、更なる業
務の効率化に努め、経費削減に努めていく。
次年度は料金審議会を予定しており、現状報告
を行うと共に現料金体系について検討を行ってい
く。

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

達成状況

目標（％）

46



達成

課題…バランスト・スコアーカードを活用したＰＤＣ
Ａサイクルによる業務改善制度も徐々に定着しつ
つある。しかし、収益は平成26年４月の診療報酬
改定が追い風とはならず、加えて費用は消費税
率の改定や人事院勧告の実施などにより増加し
ており、次年度は今年度以上に厳しい状況なるこ
とが予想される。引き続き職員が一丸となり更な
る経営改善の取り組みを進めていく。

平成26年度実施内容（計画）

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

100
・10月21・23日に後期院長方針説明会を開催し、
11月から12月にかけて診療部を対象に院長ヒアリ
ングを実施。
・アクションプランは進捗管理を行い、10月27・28
日に各部署長を対象に中間ヒアリングを、２月５・
６日に期末ヒアリングを実施。
・１月22日に管理職を対象に目標管理説明会を開
催。
・２月21日に成果発表会を開催し、結果を踏まえて
年度末にかけて次年度のアクションプランを作成。
・平成26年度経常収支比率は99.4％。

実績（％）

100

Ｈ

病院事業は本来独立
採算で経営されるべき
ものであるが、公立病
院には不採算医療や
高度医療を担うといっ
た使命があることか
ら、その補填のための
繰出しが一般会計から
なされている。繰出し
については、原則とし
て総務省自治財政局
長通知の繰出基準（基
準内繰出）を基本とし、
収支均衡を目指して経
営の健全化を進める。

公営企業会
計（病院）の
健全化

難易度

取組概要 数値目標 担当課
年次計画

菊川市立総合
計画中期計画
の推進
（基準内繰出を
基本とし、経常
収支比率100%を
達成）

（従前値）
H24　94.6%

  H23　97.0%

 ※中期計画報告書数値

菊川病院

・経営幹部による次年
度方針の決定（１月）
・管理職への方針説明
（２月）
・各部署でのアクション
プラン・目標の設定（３
月）
※アクションプランは
地域・患者満足、収益
と費用、業務改善、学
習と成長の4つの視点
で実施
・個人目標の設定（4
月）
・前年度の実績及び新
年度行動計画の発表
（５月）
・進捗管理（隔月）

【実績（％）の算出根拠】
経常収支比率99％（計画）に対して、99.4％（実績）
となったため、達成とする。

新

実施メニュー

達成状況

32

目標（％）

【実績】
―

【計画】
経常収支
比率
　98%
　↓
　95%

　【実績】
経常収支
比率
　 99.7%

【計画】
経常収支
比率
　99%

【計画】
経常収支
比率
　100%

【実績】
経常収支
比率
　 99.4%

H25 H26 H27

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★
ヒ
ア ★

ヒ
ア

実
績 ★

ヒ
ア ★

ヒ
ア

計
画

検
討

決
定

ヒ
ア

検
討

実
績

検
討

決
定

検
討

計
画

発
表
会

（実行） （隔月進捗管理） 中間評価 （実行） （隔月進捗管理） 成果発表

実
績

発
表
会

（実行） （隔月進捗管理）

中

間

ヒ

ア

（実行）

中

間

ヒ

ア

期

末

ヒ

ア

成

果

発

表

計
画 ★ ★

実
績

★ ★

計
画

実
績

計
画

実
績

2
アクションプランの見直
し

取組概要
5月 6月 7月4月

1
院長方針説明とヒアリン
グ

6

3 アクションプランの実施

4 事業評価委員会

5

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　11　歳入の確保と地域経済の活性化

課題と今後の取組み（A）

Ｍ

実施メニュー

難易度

年次計画

広告事業の
検討

33

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C）

数値目標 担当課

ネーミングライツ（命
名権）も含めた公共
施設への広告など
新たな広告媒体の
洗出しと検討を行う
とともに、市ホーム
ページや広報印刷
物などにおいて引続
き広告を募集しま
す。
【新たな対象候補】
市道、運動場、図書
(雑誌)、広報、街灯
など

平成25年度に
各課において洗
い出しと検討を
実施し、可能な
ものから実施す
る。

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

取組概要

【その他】調査検討、
要綱制定
【全体】募集、基本合
意・契約締結、収入
確保等

【実績】
―

企画政策
課

（各課）

【実績（％）の算出根拠】
概ねスケジュールどおり進め、平成26年度目標を
達成したため。

【計画】
調査・検
討・実施

新

【実績】
調査・検
討・実施

【計画】
実施（新
規・継続）

【計画】
実施（新
規・継続）

【実績】
実施（新
規・継続）

【広告事業】
広告事業実施により、税務課の納税通知封筒で
164,099円（２企業）、社会教育課の成人式配付物
で85,000円（16企業17口）、環境推進課のごみの
出し方で234,000円（６企業）の収入を得た。
【ネーミングライツ事業】
菊川運動公園多目的広場
愛称「炭焼き さわやか 菊川グラウンド」
平成26年９月30日、さわやか㈱と５年（平成26年
10月１日～平成31年９月30日）、総額2,250,000円
の基本合意書を締結し、平成26年度は225,000円
の収入を得た。

100

実績（％）

100

達成状況

達成

【広告事業】
これまでの媒体に加え、平成27年度は安全課の
防災マップと税務課の軽自動車税納税通知封筒
を計画している。
【ネーミングライツ事業】
対象施設の洗い出しを行い、平成27年度・平成28
年度の実施が可能か現課と調整を進める。

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

実
績

計
画

●
納付

実
績

計
画

募集 ★
開催

実
績

★
開催

計
画

★
契約

実
績

★
契約

計
画

看板

設置
●
納付

実
績

●
納付

看板

設置

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

6

3
【ネーミングライツ】
募集、選定委員会の開
催

4
【ネーミングライツ】
基本合意・個別事項契
約

5
【ネーミングライツ】
看板等設置、命名権料
納付

2
広告募集（各種封筒
等）、広告料納付

取組概要
5月 6月 7月4月

1
広告事業対象費目の洗
出し（調査検討）
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①～⑤上記のとおり

取組概要の各項目について、計画通りの実施

平成26年度実施内容（計画）

実績（％）

100

【実績（％）の算出根拠】

H27
実施メニュー 担当課

年次計画
数値目標取組概要

商工観光課

【計画】
継続実施

【実績】
継続実施

地域産業の
強化

難易度

34 継
静岡空港や東名高
速道路、御前崎港な
どのインフラを有効
に活用した企業誘致
や、再生エネルギー
産業など、新しい産
業を誘致する。地元
事業者には活性化
などの各種セミナー
を開催します。地域
経済活性化懇話会
を開催し、市内で新
産業の創出をするな
ど、地域産業の強化
に努めます。

H25～H27にか
けて、3社以上
の企業を誘致
各種セミナーの
定期開催
H27 までに6次
産業など新産業
を1件以上創出

・遊休地情報更新
し、県などへの積極
的な情報提供
・企業向け補助制度
の利用推進
・再生可能エネル
ギー企業を中心に
誘致推進

Ｍ

達成

100
①③　市内企業及び金融機関等、合わせて67社
訪問し、情報交換や現場（工場）見学を行うことで
企業の実情把握や、事業内容を知ることができ
た。また、担当者同士の顔の見える関係づくりが
図れた。
東京・愛知（名古屋）企業訪問を実施し、情報収集
及び市のPR、遊休地の情報提供を行った。
②上記のとおり
④加茂西方工業団地内１社及び冨田地内に１社
製造業を誘致した。
⑤上記のとおり

【平成25年度以降の誘致実績】
平成25年度
　オーゼックステクノ㈱
　メガソーラー施設２か所（河東堀之内谷、石山）
平成26年度
　㈱SUS菊川第二事業所
　㈱サワイリエンジニアリング

目標（％）

達成状況

実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

H25 H26

【計画】
継続実施

【計画】
継続実施

【実績】
継続実施

【実績】
―

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★

実
績

★ ★ ★

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画

懇
★

セ
★

セ
★

懇
★

実
績

セ
★

懇
★

懇
★

セ
★

計
画

実
績

6

3
金融機関等との情報交
換

4
再生可能エネルギー関
連企業等の誘致推進

5
地域経済活性化懇話
会、各種セミナー等の開
催

2
遊休地情報の更新及
び発信

取組概要
1月4月 5月 6月

1
企業訪問
（企業情報収集）

2月 3月7月 8月 9月 10月 11月 12月

情報更新

名古屋地区

情報発信

東京地区

情報更新 情報発信

企業訪問

金融機関訪問、随時情報交換

企業及び庁内関連部署との調整

名古屋地区東京地区 東京地区

関連部署との調整 関連部署との調整
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　B　簡素で効率的な行政の実現
　　◆　安定した財政基盤の構築
　　　11　歳入の確保と地域経済の活性化

【実績（％）の算出根拠】
実績：18経営体/目標：16経営体＝112.5％≒
100％

平成27年度まで
に17団体とする

難易度

農林課

100
７月及び１月開催の担い手育成総合支援協議会
において、新たな経営体を計３社認定した。
これにより15経営体→18経営体となり、新たな担
い手への農地の集積と農業振興が図られ目標を
達成した。

新たな法人
・株式会社　弓削農園
・株式会社　落合牧場
・株式会社　ブルーベリーオガサ

実績（％）

100

達成

市内生産者の経営者に対し、法人化のメリット等
をさらに周知し、新しい農業経営に向けて取組み
を行うビジネス農業体の推進普及活動や経営計
画指導を行っていくとともに、法人の経営目標の
達成に向けて個別支援についても行っていく。

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

ビジネス農業
体への支援

Ｍ

新しい農業経営に向
けて取組みを行うビ
ジネス農業体の推
進普及活動や経営
計画指導を行うとと
もに、優良農地の集
積と農業振興を図
る。
※ビジネス農業
体･･･経営の法人化
を目指す農業事業
団体

平成26年度実施内容（計画）
H25

・ﾋﾞｼﾞﾈｽ経営体の情
報を得るため、農業
生産法人等へ情報
収集を行う。
･研修・講座等につ
いて周知し、農業経
営法人化の推進普
及活動を行う。
・認定農業生産法人
と経営体の経営改
善計画書の作成を
指導する。

H26 H27

35 新

実施メニュー

達成状況

【実績】
15ビジネ
ス農業体

【計画】
16ビジネ
ス農業体

取組概要 数値目標

【実績】
―

【実績】
18ビジネ
ス農業体

担当課

【計画】
17ビジネ
ス農業体

【計画】
15ビジネ
ス農業体

年次計画

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画 ★

実
績

計
画

実
績

計
画

実
績

計
画 ★ ★

実
績 ★ ★ ★

計
画

実
績

2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月

2
農業生産法人等への情
報収集

取組概要

5

3
経営改善計画作成指
導

4 認定審査会の開催

7月6月

1 研修、講座等の周知

4月 5月
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【実績（％）の算出根拠】
平成25年度　7工場
平成26年度　6工場　　　計　13工場
平成25～27年度までの目標数値　23茶工場

目標（％） 実施内容及び進捗状況（C） 課題と今後の取組み（A）

・市の茶業振興計画
を基に各茶工場の
経営計画書の作成
を支援する。
・経営体を単位に懇
談会を開催し経営改
善に向けた取組みを
助長する。
・経営体が求める情
報を提供するため関
係機関の協力を求
める。

100
①プロジェクト会議及び研修会を計６回開催した。
②ＪＡと協議し経営改善計画について協議し、工
場を選定した。
③⑤経営改善計画を策定に向け６工場に対し、計
１５回会議に参加し意見交換を実施した。
④視察研修を計４回実施した。

実績（％）

100

達成

③６工場に対し、経営改善計画策定の支援を
行ったが、策定できたのは２工場となった。
　他４工場については策定に向けて話し合いを
行っているが、意見がまとまらず策定まで至って
いない。また昨年度からＪ-ＧＡＰ取得の話が進ん
でおり、茶工場での事務量が増加したため、経営
改善計画まで手が回らないとの意見もあった。
　今後も経営改善計画策定の重要さを説明し、意
識改革するため研修会を実施する。

平成26年度実施内容（計画）
H25 H26 H27

実施メニュー 担当課
年次計画

難易度

Ｍ

【計画】
３茶工場
を支援

【計画】
10茶工場
を支援

（計13茶
工場を支

援）

【計画】
10茶工場
を支援

（計23茶
工場を支

援）

茶業振興課

【実績】
６茶工場
を支援

（計13茶
工場を支

援）

【実績】
―

茶価の低迷や担い
手不足に対応した組
織経営体の改善と、
共同摘採などの新
たな生産体系への
取組みを促すため、
中長期的視点に
立った茶工場の経
営計画書の作成を
支援し、産地力の強
化を図る。

平成27年度まで
に23茶工場実

施

取組概要 数値目標

達成状況

茶業の振興

36 新

【実績】
７茶工場
を支援

月

旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

計
画

★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★ ★

計
画

実
績

★ ★ ★

計
画

実
績 ★ ★ ★ ★ ★ ★

計
画 ★ ★ ★ ★

実
績

★ ★ ★

計
画 ★ ★ ★ ★ ★

実
績 ★ ★ ★ ★ ★

計
画

実
績

6

3
経営改善計画策定茶
工場の支援

4
茶生産経営体育成研
修会の開催

5
茶業活性化懇談会の開
催（茶工場との意見交
換会）

2
・経営計画書様式検討
・実施茶工場の選定
・経営実態調査

取組概要
1月4月 5月 6月

1
茶業活性化プロジェクト
会議（指導者会議）

2月 3月7月 8月 9月 10月 11月 12月

経営計画書の様式見直し 実施茶工場の選定・経営実態調査

経営改善計画策定茶工場の支援

様式見直し・決定 工場の選定

経営計画書の様式見直し 実施茶工場の選定・経営実態調査

経営改善計画策定茶工場の支援

様式見直し・決定 工場の選定
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